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指標名 R元年度目標値 R元年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

（１）ふくしまの雇用・起業創出プロジェクト

①企業誘致等による雇用創出　（医療関連産業の更なる集積、本社機能の移転促進　等）

1
先端ICT関連産業
集積推進事業

企業立
地課

ICT企業が県内にオフィ
スを開設する際に必要
な経費の支援や、県内
企業と会津大学等との
連携によるICTを活用し
た生産効率化システム
の開発や技術導入など
先進的ビジネスモデル
の創出を通じ、先端Ｉ
ＣＴ関連産業の集積を
推進する。

23,756 雇用者数 300人 12人
C

（4％）
須貝委

員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

目標値と実績値のかい離が大きい要因
の分析を行い、次年度の活動内容を見
直しすべきと考えます。
会津大学の全国的にも珍しいコン
ピュータ専門学科のIoTやAIに関する
先進技術を用いた実用化技術（ソ
リューション技術）や、同大学が、福
島県が設立した公立大学法人として地
域に根差した存在であることを活か
し、地元企業と一体となった事業計画
の推進をお願いします。中小企業診断
士等により洗い出された各企業の生産
性向上阻害要因を解決するための手段
としてICTを地元産官学の協業で推し
進めて頂きたく希望します。企業内で
もICT専門家と現場との協業と融合が
課題となっています。また、コロナ禍
による在宅テレワークが広がっている
ので、会津大学のコンピュータ技術の
活用範囲は益々増えると思われます。

渡辺委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

良かった点：ICTオフィス立地に対
する補助金交付１１件と相応の実
績。

改善すべき点：オフィス集積に対
し、十分な新規雇用が創出されてい
ない。要因分析を行って、何故、オ
フィス立地補助金交付に対し、新規
雇用に結びつかないか検討すべきで
ある。

【継続】
ICT関連企業の集積により、企業同士の
連携が促進されるなど新たな事業環境が
醸成されてきている。今後も事業を継続
し地元市町村や大学との連携を促進し、
地域の中核となる企業を育成・創出する
とともに、県内製造業の技術革新、生産
性の向上などの地域課題の解決にICT技
術が活用されるよう会津大学等と連携し
引き続き取り組んでいく。

4

福島新エネ社会
構想等推進技術
開発事業

産業創
出課

福島新エネ社会構想の
実現のため、産学官の
連携により県内企業の
技術高度化等を支援
し、再生可能エネル
ギー関連産業の育成・
集積を促進する。

46,024
地域経済牽引事
業者の新規雇用
者数

３０人 ６１人
A

（203％）
須貝委

員

Ａ：非常
に有効で
ある。

再生可能エネルギー先駆けの地の実
現に向けた取組を継続して頂くこと
を期待いたします。原発を使用せず
にCO2削減しながら電力供給を達
成する手段として再生可能エネル
ギーの導入は不可欠と考えますが、
福島県の電力供給形態の地域毎の発
電形態のベストミックス（運営コス
ト、CO2削減達成）を提示し、各
市町村が取り組むべき永続的なエネ
ルギー循環型福島モデル達成の為の
ロードマップの提示が必要と考えま
す。

渡辺委
員

Ｂ：有効
である。

良かった点：産総研３件、ハイテク
プラザ２件、海外連携型研究開発支
援６件採択と福島県内の企業の技術
高度化を支援し、事業拡大に向けた
取り組みが進展した点は評価。

改善すべき点：再エネ関連企業が多
数立地集積し、十分な雇用が創出さ
れるまでの拡がりがないことから、
更なる雇用吸収力を実現するために
外部からの企業誘致も含めた新たな
視点を取り入れる必要がある。

【継続】
関係機関と連携を図りながら、地域の
ニーズや実情に応じた県内企業の新技術
の開発や事業化支援を行い、再生可能エ
ネルギー関連産業の育成・集積を進めて
まいる。
また、今後、計画の見直しの中で、福島
の将来のあるべき姿の検討を行ってい
く。

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.

KPI

担当課事業名 事業内容 事業費
（実績ベース)

A
（215％）

A
（平均450％）

良かった点：再エネ関連の高校生を
始めとする人材育成について、地道
な取り組みを愚直に行っている点、
高い評価。

改善すべき点：再エネに興味を有
し、育成した高校生を始めとする人
材が、広く就職できるような再エネ
関連の雇用の場をもっと多く創出す
る必要があると思われる。

Ａ：非常
に有効で
ある。

企業の売上増加額並びに再生可能エ
ネルギー関連産業推進研究会会員企
業・団体数が、大きく目標値を上
回ったことは評価できる。
太陽光、風力、バイオマス、エネ
ネット、水素等多岐に渡る再生可能
エネルギー利用の福島県としてのベ
ストミックスの姿を描き（将来の求
める姿：出口戦略）、出口に向けて
のロードマップの策定が必要ではな
いか。

2

未来を担う再エ
ネ人材交流・育
成事業

産業創
出課

欧州先進地との人材交
流等を進めるため、
トップセールスを行う
とともに、再エネ関連
産業の人材育成を行う
ため、各種研修等を実
施することで、再生可
能エネルギー関連産業
の育成・集積を促進す
る。

3

再エネ関連産業
産学官連携・販
路拡大促進事業

産業創
出課

産学官の連携により
ネットワークの形成か
ら県内企業の技術の高
度化及び販路拡大ま
で、一体的に体系的・
戦略的な施策を展開
し、再生可能エネル
ギー関連産業の育成・
集積を促進する。

103,965

①再生可能エネ
ルギー関連産業
育成・集積支援
機関の支援によ
る企業の売上増
加額

②再生可能エネ
ルギー関連産業
推進研究会会員
企業・団体数

①50,000千円

②10団体

①155,000千円

②59団体

23,814
工業高校生等の
研修受講者数

400人 859人

R2年度 有識者の意見

加藤委
員

Ｂ：有効
である。

再生可能エネルギーへの認識強化を
図る目的として工業高校生等の研修
については参加者も増加し成果も上
がっている。
今後も人材育成に向けた取組みを継
続的に支援していくことが必要と判
断される。

渡辺委
員

Ｂ：有効
である。

委員の意見を踏まえた今後の方向性

【継続】
引き続き、高校生を始めとした若年層の
再生可能エネルギーへの興味・関心を高
める取組を継続するとともに、関係機関
と連携を図りながら、再生可能エネル
ギー関連産業の育成・集積を進め、雇用
の創出・確保を図る。

加藤委
員

Ｂ：有効
である。

再生可能エネルギー関連産業の育成
支援により企業の売上増加や推進研
究会会員増加などそれぞれの部分で
は成果が表れている。
再エネ関連企業数はまだまだ少なく
今後も発掘に努める必要がある。

須貝委
員

【継続】
引き続き、エネルギー・エージェンシー
ふくしまを核として、一体的・総合的支
援を行うとともに、新規参入企業の掘り
起こしを進めていく。また、今後、計画
の見直しの中で、福島の将来のあるべき
姿の検討を行っていく。

資料２－２
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個別事業毎の評価と今後の方向性

No.

KPI

担当課事業名 事業内容 事業費
（実績ベース)

R2年度 有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

資料２－２

①74人

②50%

①プログラム参
加者数(人)

②大学３年生及
び修士１年生の
受講者数に対す
る、県内進学
者、県内に事業
所を有する企業
への就職者並び
に県内での起業
者の割合(%)

24,705

今後も医療関連産業の
企業立地の取組が進め
られることから、新た
な雇用確保策として、
県内医工系大学の学生
等を対象に、セミ
ナー、医療現場体験、
医療関連企業へのイン
ターンシップ等からな
るプログラムを実施す
ることにより、高度技
術者を養成する。

医療関
連産業
集積推
進室

医療関連産業高
度人材育成事業

6

加藤委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

（事業期間）
30年度 循環器系・整形外科系医療
機器
31年度 内視鏡系・整形外科系医療
機器と定め、重点的に取り組んでき
たことは、一定の成果があったと認
められる。
「成果目標」として4項目を掲げて
おり、目標達成に向けて更なる努力
が必要である。

須貝委
員

Ｂ：有効
である。

県内外の医師を招聘しての医師主導
型医療機器開発案件と県内企業との
マッチング活動の成果が、「②医療
用機械器具の部品等生産金額」が目
標を上回ったことに繋がったと考え
て良いでしょうか。県内の強みであ
る内視鏡に重点を置き、様々な医療
分野で医師と医療機器製造メーカー
をマッチングできたのは、行政の
リーダーシップによるものと評価し
たいと思います。
一方、「①医療機器製造業登録事業
者数（件）」は目標未達であった要
因を分析頂き、登録に当たっての参
入障壁があるのであれば手当てが必
要と思われます。医療機器製造も厳
しい許認可制度で縛られていると聞
いていますので、この分野に経験の
ない一般企業にとっては大きな障壁
となると思われます。行政としての
支援、指導いただければと思いま
す。
福島県が得意とする医療用内視鏡に
関わるキーテクノロジーや周辺技術
は、医療以外にも適用できるものが
多々あると思います。医療用の縦割
りから水平方向への応用展開を発想
できると事業の幅が広がると思いま
す。異業種交流の機会が思わぬ産業
を産業を興すきっかけになるかもし
れません。

須貝委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

二つの目標値を両方ともクリアーし
たことは評価できる。また、依然と
して将来を担う人材確保がネックで
あることが課題として明確になって
いるとのことですが、人材確保の為
に満遍なく条件をそろえるのではな
く、「福島ならでは」の強みの整理
が今一度必要なのではないでしょう
か。会津大学のコンピューター学科
が昨今注目を集めている様に、特色
ある教育機関の創出もアイデアとし
てはあるように思います。例えば、
会津大学が得意とするAI技術と医療
技術を融合させた新しい医療技術、
医療製品の開発や研究をする場の提
供を行政側が行っていくというのは
どうでしょうか。福島県立医科大＋
会津大学＋医療産業会の協業は、福
島県ならではとしての、発信力があ
るように思いますが、如何でしょう
か。福島に来なければ学べないもの
は何ですか。

髙橋委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

継続事業の効果が表れてきたと感じ
ている。事業認知が高まったことで
参加検討の母数が増加した結果、プ
ログラム参加者数が大幅にアップし
たと推測される。特に、eラーニン
グの導入は参加のハードルを下げる
効果があるため、今後もオンライン
カリキュラム等の導入で更なる参加
者の確保に期待。
課題とされている県内定着について
は、プログラム修了者の出口だけに
フォーカスするのではなく、参加検
討時からの将来イメージを示せるこ
とがカギのひとつになると考える。

5

A
（平均122％）

①107人

②50%
(H30受講生)

医療機器開発促
進強化事業

医療関
連産業
集積推
進室

県内企業等に対し、医
療機器の開発から事業
化まで企業の状況に応
じた適切な支援を行う
ことにより、更なる医
療関連産業の集積及び
事業化案件増加を図
る。

152,614
①76件

②217億円

①医療機器製造
業登録事業者数
（件）

②医療用機械器
具の部品等生産
金額

B
（平均98％）

①72件

②219億円
(最新 H29実績
/2019.8公表)

【見直し】
医療用器械器具の部品等生産金額や医療
機器受託生産金額が全国１位であるよう
に、優れたものづくりの基盤が、福島県
における医療関連産業の強みである。
意見を頂いた医療機器製造業登録事業者
数の減少は、一旦は参入したものの、し
ごとにつながらずに撤退したものづくり
事業者の存在を示しており、ふくしま医
療機器開発支援センターを拠点に、蓄積
した事業化モデルの活用や優位な領域の
分析、県外に多い開発型企業と県内もの
づくり企業との橋渡しなどを通じて、ビ
ジネス創出を更に推進する事業内容への
見直しを検討する方針。

【継続】
福島県における医療関連産業の強みであ
る、部材供給や受託製造の基盤を活か
し、将来にわたり発展させていくことを
見据え、プログラムの内容や情報発信の
方向性を見直す。
意見を踏まえて、産・学・臨床との連携
やオンラインカリキュラムの充実、学生
の進路希望や社会人の定着につながる取
組等を含めて検討する方針。
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8
地方拠点強化推
進事業

企業立
地課

企業の本社機能の移転
または拡充に向けて、
企業の抽出調査や企業
訪問等を行うことによ
り、地方への新しいひ
との流れをつくる。

7,406

①企業との接触
数

②認定件数

①６０件

②３件

①２０４件

②４件

A
（平均236％）

須貝委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

二つの目標値を両方ともクリアーし
たことは評価できると思いますが、
①接触数が大きく上回って（３．４
倍）いるにもかかわらず、②認定数
が目標値の１．３３倍と低い結果に
なっていることに企業の思いが現れ
ている様に思います。福島本社移転
に興味があるが、移転して得られる
メリットがそれほどでもないとの判
断がされている様に思います。帝国
データバンクによれば2019年度の
福島県本社移転転入超過数は＋８で
全国８位と健闘している。

渡辺委
員

Ｂ：有効
である。

良かった点:本社機能の移転認定件
数４件と相応の実績があった点。

改善すべき点：新型コロナウィルス
感染拡大に伴う影響により、テレ
ワークの進展等、本社機能の移転を
取り巻く環境も変容している。東京
一極集中の弊害、企業経営のリスク
ヘッジの観点から、東京からの近さ
をアピールして、本社機能の全移転
ではなく、一部機能（例：経理財務
機能、法務機能等）の移転を福島県
から提案するような動きをすべきか
と思います。

【継続】
本事業における本社機能とは、事務所
（調査・企画部門、情報処理部門、研究
開発部門、国際事業部門、その他管理業
務部門）、研究所、研修所の部門が対象
となっており、令和２年７月時点で９社
の移転計画について認定している。
本県においては、震災復興と併せ常磐、
東北中央自動車道が整備されるなど従前
に増して交通網が整備され、首都圏に隣
接する好立地条件が備わっていることか
ら、今後も本社機能移転における税制優
遇制度を周知するとともに企業立地補助
金等誘致優遇制度等を広くPRし本社機能
移転に継続して取り組んでいく。

②起業促進等による雇用創出　（若年層・女性等の起業支援　リーダー的起業家の発掘・育成、空き家・空き店舗等の活用　等）

7

東京オリ・パラ
で世界にアピー
ルする医療福祉
機器等開発推進
事業

医療関
連産業
集積推
進室

本県企業の高い技術力
を全世界に示すため、
本県のリーディングプ
ロジェクトとして行っ
ている救急・災害医療
関連機器の開発等を行
い、２０２０年に開催
される東京オリ・パラ
のイベント等の機会を
活用し、本県企業が開
発した救急・災害対応
医療関連機器を広く国
内外にアピールするた
めの取組を行う。

44,582

①展示会をきっ
かけとした商談
数（名刺交換数
含む）(件)

②開発補助を
行った医療機器
の事業化数(件)

①300件

②2件

石山委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

KPI値が目標数を下回っており厳し
い状況が浮き彫りになっている。
ニーズ把握から開発に結び付ける能
力は通常の企業の場合長年に亘る営
業活動や研究開発の下地がなければ
成功しない。さらに医療用機器は各
ジャンルごとに細分化されており、
技術的ハードルが高いことが予想さ
れる。そのため開発における知見の
積み重ねが必要となり、中小企業に
おける参入はリスクが高い。震災を
体験した福島県として事業に取り組
む意義が高ければKPI値にはこだわ
らなくてもいいかもしれないが、県
内中小企業における医療機器産業参
入のあり方、販路開拓支援の方法を
再検討した方がいいと思われる。当
事業規模の予算額であれば医師と中
小企業の出会いの場づくりなどプ
ラットフォーム型支援に切り替える
ことも考慮すべきである。県として
もリスクをとり開発型支援として実
施するならば予算の基金化など継続
した事業実施体制を構築すべきであ
る。

加藤委
員

Ｄ：効果
がなかっ
た。

①44者

②5.3%

①創業支援対象
者数（本事業に
よる創業支援を
受けた者）

②開業率（福島
県内）

①197件

②1件

C
（平均58％）

9 144,768

総合的な創業支援施策
として、創業期から成
長期にわたり、個人事
業主から大学発ベン
チャー、社会的起業家
まで一貫して支援する
体制を整備することに
より、県内に起業が
次々と生まれ着実に成
長していく『スタート
アップの地ふくしま』
の創造を目指す。

産業創
出課

スタートアップ
ふくしま創造事
業

A
（平均108％）

①69者

②3.1%

掲げる目的が壮大すぎて抽象的であ
る。
課題解決型の推進事業を立ち上げる
なら救急・災害時の医療福祉やス
ポーツ医療などポイントを絞らない
と実現性は乏しくなる。
推進項目の具体化が必要

石山委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

行政が行う創業支援として昨年度か
ら課題解決型創業に力を入れ支援を
行っていることは評価できる。補助
金だけでなく、県と創業者が共同し
アウトソーシング的に委託事業を作
り上げていく仕組みが必要。広島市
が労働者協同組合と行っている取組
みなどが参考となる。Ｒ２年度につ
いては新型コロナウィルスの影響に
よりゼロベースで考え直すことが必
要である。現実問題として開業率の
低下が起こると思われる。実績、経
験がある経営者が行うソーシャルビ
ジネスの立ち上げ等、第２創業など
にも柔軟な支援を行っていくことが
必要である。

髙橋委
員

Ｂ：有効
である。

対象者数の目標クリアは評価できる
が、県内開業率が低いことへの要因
分析が必要と思われる。
また、女性起業家支援においては、
「思い」と「経営」の両立が課題と
なる事例が多いことから、メンタル
面や画一的な支えだけではなく、
「思い」をいかにして「形」にして
いくのかという具体的ビジネススキ
ルを支えるメンターが不可欠と考え
る。

【終了】
東京オリンピック・パラリンピックが開
催される際には、福島県の技術力のア
ピールのため、開発を支援した５案件に
ついて、会場での展示や活用を調整す
る。
事業としては、有識者からの意見を踏ま
えて立ち上げた「課題解決型医療福祉機
器等開発推進事業」へ引き継ぐため終了
とする。
「課題解決型医療福祉機器等開発推進事
業」では、新型コロナウイルス感染症な
ど喫緊の課題も含め、意見を踏まえて救
急災害医療に資するテーマを軸に、事業
化を推進する支援を行う方針。

【継続】
地域課題解決型創業を始めとした多様な
起業への支援を継続して実施する。
開業率低迷の要因については、各地域の
創業支援機関から情報や意見を収集する
とともに、開業率の上昇に向けて、優れ
たビジネスプランの表彰制度や創業塾の
開催など、県内の起業機運をさらに醸成
させるための施策に取り組んでいく。
また、女性起業家支援については、令和
2年度から育成を開始した女性起業家向
けアテンダント(メンター)の更なるスキ
ルアップやネットワーク化を進め、女性
の「思い」を「形」に導けるよう、創業
しやすい環境づくりを進めていく。
さらに、新型コロナウイルスに対して
は、特に影響が大きい創業5年以内の事
業者への販路開拓・拡大に対する支援を
開始するとともに、状況把握に努めなが
ら創業支援の施策を検討していく。
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③地域企業の競争力強化による雇用創出　（高度人材の招へい、製造業における高度人材育成、海外への販路拡大、客観的データに基づく企業支援　等）

10

ものづくり企業
海外展開支援事
業

商工総
務課

県、産業振興セン
ター、ジェトロや東邦
銀行が協力してタイと
中国で開催される商談
会にブースを確保し、
県内企業の取引拡大支
援を行う。また、TPP
協定交渉参加国での展
示会等に出展する県内
企業に対し出展費用を
補助する。

3,454

①商談会出展支
援件数

②1社あたり商談
件数

①タイ：6社
　上海：5社
　TPP：7社

②18件

①タイ：6社
　上海：5社
　TPP：2社

②13.5件

B
（平均76％）

須貝委
員

Ｂ：有効
である。

商談件数中の成約件数をぜひフォ
ローをお願いします。新型コロナ
ウィルスの影響は暫く続くと思われ
ますので、R2年度の活動方針は見
直された方が良いかと思います。ま
た、中国は水害情報等国情をよく見
ての活動が必要と思います。

髙橋委
員

Ｂ：有効
である。

まずは商談件数を伸ばすことが課
題。商談件数の増加は成約件数へ直
結するため、出展支援に加えて商談
へとつなげる仕掛けやプレゼンテー
ションスキル等の支援強化も不可
欠。
コロナ禍で、多くの展示会がオンラ
イン展示会へと切り替えて実施され
ている。今後はオンライン展示会も
一般的になることが予想されること
から、その方面の支援も視野に入れ
てみてはどうか。

【継続】
関係機関と連携し、商談件数増加に向け
た支援を実施し、成約件数の増加につな
がるよう、県内企業へのフォローを継続
して行う。
コロナウイルスの影響で多くの商談会が
通常の開催方法から、オンライン等の代
替手段へ切り替えていることから、オン
ライン型の商談会についての支援も進め
ていく

11

福島県プロ
フェッショナル
人材戦略拠点事
業

経営金
融課

福島県プロフェッショ
ナル人材戦略拠点を設
置し、金融機関や大手
企業との連携を図りな
がら、専門的な技術・
知識を持つ「プロ
フェッショナル人材」
のＵＩＪターンを促進
する。

43,564

①マッチング成
約件数

②企業相談件数

①36件

②320件

①45件

②327件

A
（平均114％）

石山委
員

Ｂ：有効
である。

ＫＰＩ値が目標を上回っており成果
が出ていると思われる。マッチング
成立後の企業の状況についてもアン
ケート調査などによる状況の確認が
必要である。ただし、ハローワー
ク、民間の人材紹介会社など人材
マッチングのための仕組みが多数あ
る中、県費を投入することの意義を
再確認することが必要。人材紹介会
社支援のため補助制度にならないよ
う注意すること。また、現実的にプ
ロ人材を活用できる企業は中堅企業
が中心であると思われるため、事前
に中堅企業人事部等の担当者と情報
交換を行うなど人的ネットワークを
構築していくことが必要。オンライ
ンの仕組みだけを構築しても実績数
が伸びるとは思えない。

髙橋委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

マッチング件数、相談件数ともに目
標達成は事業継続の成果であると考
える。中小企業にとって高度な知識
やスキルを持つ人材確保は課題であ
るため評価に値する。
しかし、コロナ禍において経済状況
が悪化し、すぐには回復しないであ
ろうことなどから、今後の人材ニー
ズに大きな変化が現れることが予想
される。企業ヒアリング等で現状を
把握し、ニーズに則した活動形態の
検討が必要。

【継続】
引き続き、アンケート調査など本拠点の
企業ニーズを把握の上、積極的、丁寧な
訪問相談により企業実態に即したプロ人
材像の明確化及び確保に努めていく。
また、コロナ禍における人材ニーズの変
化の把握、中堅企業との人的ネットワー
クの構築など本拠点の実効性をより高め
るため活動形態の検討を重ねていくほ
か、マッチング後の状況把握などフォ
ローアップにも努めていく。

12
オールふくしま
経営支援事業

経営金
融課

中小企業・小規模事業
者の身近な支援機関
（金融機関、商工団
体、顧問税理士等）が
連携して、オールふく
しまによる効果的な経
営支援を実施する体制
を運営することによ
り、中小企業・小規模
事業者の経営の安定・
発展を図る。

32,219

①支援事業者数

②福島県企業倒
産件数

①50件

②112件以下

①27件
※コロナウイル
ス影響により
２、３月の活動
減少

②82件

B
（平均95％）

石山委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

現実問題として支援機関の現場レベ
ルでどれくらい情報やナレッジの共
有ができているか疑問である。各支
援機関の集合知を生み出すような
ネットワークや組織体を目指すので
あれば各支援機関から人を出向させ
るなど事務局体制の強化・再構築も
含めて考えていかなくてはならな
い。国のよろず支援拠点があるなか
で事業の全面的な見直してもいいと
思われる。

渡辺委
員

Ｂ：有効
である。

良かった点：各機関の知見・ノウハ
ウを共有し、地域企業に対する課題
解決力を高め、地域企業の成長をサ
ポートすることで、「福島モデル」
と言うべき、地域経済のさらなる発
展に貢献する新たなきっかけが構築
されたことは高評価。

改善すべき点：セミナーの共同開催
等による更なる対外周知強化、各協
定機関の職員の能力・意欲向上によ
る高いレベルのソリューションを提
供すべく組織の垣根を越えた人事交
流・人材育成、事業再生手段・資金
調達手段拡充による企業成長サポー
ト、各機関での情報共有による企業
の事務手続き簡略化等、更なる目に
見える形でのメリットを生み出して
いく必要があるかと思います。

【継続】
引き続き、身近な支援機関である金融機
関、商工会等のほか、専門的支援機関
（経営支援プラザ、よろず支援拠点等）
が連携して事業者の経営支援を実施して
いく。
加えて、相談を行った結果、事業者自力
での改善が難しい案件に対してはコー
ディネーターが経営改善計画の策定を行
うなどのより実効性の高い支援施策の強
化にも取り組んでいく。



5 / 21 ページ

指標名 R元年度目標値 R元年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.

KPI

担当課事業名 事業内容 事業費
（実績ベース)

R2年度 有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

資料２－２

13
外国人材雇用対
策事業

雇用労
政課

県内事業所における外
国人材の雇用実態や今
後のニーズを把握する
ため、調査事業を行う
とともに、受入制度の
理解を促進するため、
県内事業所向けセミ
ナーを開催する。

4,008

①事業所向けセ
ミナー参加企業
数
　
②外国人材雇用
企業数

①150事業所

②1,500事業所

①118事業所
【内訳】
会津：30事業所
郡山：61事業所
楢葉：27事業所

②1,719事業所
【令和元年10月
末時点数値】

B
（平均97％）

岡﨑委
員

Ｂ：有効
である。

雇用労政課の同報告書によると、外
国人材を受け入れている事業所で最
も困っていることはコミュニケー
ションが取れない点となっている。
今後も外国人労働者を受け入れてい
くとなれば、入国、入域前の日本語
能力のチェックの必要がある。
事業所向けセミナーについては、受
入れで成功している事業所、満足度
の高い外国人労働者など、一歩踏み
込んだテーマや内容が必要ではない
か。

髙橋委
員

Ｂ：有効
である。

調査目的の事業であるのならば一定
の効果はあったと思われる。
しかし、コロナの影響で人材への
ニーズは大きく変化し、人手不足か
ら一転、余剰となった業種・職種が
多く存在している。
現状を把握し情報を精査するととも
に、外国人労働者が不況時に雇用の
調整弁として扱われることのないよ
う願っている。

【継続】
事業所向けセミナーにおいて、実際に外
国人材を受け入れている事業所の体験談
等を設けることで参加者の満足度を高め
るとともに、外国人材雇用に関するルー
ルを周知することで、不当な取り扱いを
予防するよう取り組んでいくこととした
い。

14
外国出身県民生
活支援事業

国際課

受入環境整備のための
課題やニーズ等の把握
を行うとともに外国人
に対する生活情報の提
供を拡充し、増加傾向
にある外国籍住民が地
域の中で生き生きと安
心して暮らしていける
環境づくりを行う。

2,420
アンケート集約
数

500件 571件
A

（114％）
日下委

員

Ａ：非常
に有効で
ある。

アンケート調査結果によりニーズや
課題へ取り組むとともに、アンケー
ト回答を得られなかった方たちの中
にこそ、重要な課題やニーズがある
場合もあるので、個別のヒアリング
などアンケート以外の調査も行って
欲しいです。今後、外国出身県民が
安心して暮らせるより多くの活躍の
場を見出してくれることに期待しま
す。

髙橋委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

アンケート回収率としては評価でき
る。
一般就労、ALT、実習生、学生、
配偶者といった立場の違いから、そ
れぞれのニーズや課題は異なってい
ると推測されるが、日本語学習環境
についてはWEBを活用すれば地域
差はある程度解消されると思われ
る。

【継続】
県内には様々な在留資格により生活して
いる外国人住民の方々がおり、それぞれ
抱えている課題やニーズが異なる可能性
があること、また、今回のアンケート調
査で回答を得られなかった方々もいるこ
とから、市町村や企業等と連携し、外国
人コミュニティの実情の把握や形成支援
を進め、外国人住民が地域で安心して暮
らすことのできる環境整備を進めてい
く。

15
産業活性化プロ
グラム

企業立
地課

地域経済を牽引する地
域中核企業と県内企業
との連携による製品開
発、販路拡大等の活動
を促進することによ
り、産業活性化と「し
ごとづくり」を図る。

22,156 商談成立件数 10件 5件
C

（50％）
石山委

員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

ビジネスとして成立するような次世
代自動車関連に対応する技術は公開
セミナー等で話ができるような内容
ではないと思われる。産総研のよう
なメーカー、大学等と強力なネット
ワークをもつ組織でないと開発内容
を察知した先回り的な技術アドバイ
スや場づくりは難しいと思われる。
また、通常の下請け的な仕事であれ
ば系列外から受注するには継続した
営業活動が必要となるためスポット
的な支援を行っても意味がない。ま
ずは海外を含めて展示会や学会など
へ県内企業開発担当者が参加し、技
術者のネットワークが構築できる道
筋をつけることなどに支援を行って
いくことが必要である。

渡辺委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

良かった点：地域中核企業と県内企
業のビジネスマッチングを進め、多
少なりとも、相応の商談が成立した
点は評価出来る。

改善すべき点：費用対効果の観点か
ら、商談成立件数が５件に留まった
点は、更なる成立件数が望まれると
ころ。サプライヤー本拠地で開催す
る技術展示商談会の出展支援、サプ
ライヤーが求める発注ニーズ展示を
行う逆展示形式の商談会開催支援、
大学等との連携、ＥＶ等の分解展示
等のセミナ－等、大手企業のニーズ
を適切に把握する仕組みの導入が必
要かと思われる。
ビッグデータ解析モデル事業の効果
がわかりづらいため、何らかのＫＰ
Ｉ設定が必要。

【継続】
引き続きアドバイザーを派遣し、企業の
問題点の洗い出し、改善・解決の支援を
行う。
また、本県の主要産業である自動車関連
産業においては、100年に１度の変革期
を迎えている。県では、次世代自動車等
関連技術に対応していくための支援や新
規参入企業への支援を目的として、調査
を実施し、効果的な事業を策定する。
商談成立件数の増加に向けて、昨年度実
施した商談会の個別マッチング会を実施
し、企業が求めるニーズに対して、より
密な商談ができるよう取り組み、商談成
立に繋げる。

16

ものづくり企業
のAI・IoT活用促
進事業

産業創
出課

ものづくり企業のAI・
IoT活用による生産性向
上や新製品開発を促進
するため、ハイテクプ
ラザに整備したAI・IoT
実証設備群を活用し、
企業の技術開発や技術
習得、実証試験等を支
援する。

3,895

①AI・IoT技術移
転数

②AI・IoT導入数

①5件

②3件

①18件

②0件

A
（平均180％）

須貝委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

AI/IoTの企業導入には、各企業が持
つ問題点が明確にならないと、導入
効果はあったとしても限定的になる
と思われます。各企業のワークフ
ローの見える化を行い、企業経営
KPIの目標値を達成するためにネッ
ク工程へ、AI/IoTの導入を行って全
体最適を図って行くという改善手法
を当初は導入し、開発を繰り返しな
がら全体最適システムへ成長させて
いくという過程を踏んでいく必要が
あると思います。導入による費用対
効果が不透明な事が様子見の一因。

渡辺委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

人手不足が事業や地域の成長制約条
件になっており、生産性の向上と新
たな価値創出によって成長戦略を描
く必要がある。そのような中で、注
目されるのが「ＩｏＴ（モノのイン
ターネット）/ＡＩ（人工知能）」
によって進む「第４次産業革命」の
動きとなっている。第４次産業革命
は、もっぱら製造業の革新と捉えら
れがちでであるが、小売り、物流、
サービス業などのあらゆる産業や社
会的側面に対して変化の波を起こし
ていることから、地域企業の生産性
向上を図るために、本事業も、もの
づくり企業のみならず、ものづくり
企業と連携した小売り、物流、サー
ビス業も共に参画することも一案で
ないだろうか。

【継続】
これまでの取組を継続していくことに加
え、導入による費用対効果の検証も含
め、より積極的な導入支援を行う。
また、「ふくしまAI・IoT技術研究会」
の活動を通して、地域産業の課題を抽出
し、AI・IoT技術による幅広い産業の生
産性向上も図っていく。
さらに、ものづくり企業と連携した様々
な業種も含めて事業を実施していること
から、継続して多様な企業を支援してい
く。
なお、現在、研究会活動の推進に伴い、
技術移転数は着実に増えてきており、さ
らに技術開発支援では、企業個別の課題
に対し、オーダーメイド型のきめ細かな
サポートを行うことで、導入まであと一
歩の案件も出てきている。
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18

“市場を切り拓
く”デザイン指
向のものづくり
企業支援事業

産業創
出課

新たなニーズを喚起す
る製品コンセプトの構
築、ユーザーに訴求す
るネーミング、ストー
リー性を持った販売戦
略を広くデザインと捉
え、「市場を切り拓
く」新たなアプローチ
を行うことで既存の価
値観を塗り替え、新た
な市場を開拓する製
品・サービスの提案を
行うため、デザイン指
向の製品開発を支援す
る。

9,999

①ハイテクプラ
ザへのデザイン
関係の依頼試験
件数及びデザイ
ン機器使用件数

②本事業により
支援した企業の
事業化件数

①２５件

②４件

①２９件

②４件

A
（平均108％）

日下委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

デザイン思考のモノづくりセミナー
が中止になってしまったのは残念。
実績を重ね、福島から魅力ある新た
な製品が市場に出回り、広く認知さ
れていくことに期待したい。

須貝委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

新型コロナウィルスの影響で在宅テ
レワークが否応なしに行われ、この
影響はアフターコロナ以降も日本中
に定着するものと思われます。既存
の価値観が大きく変わりつつあり、
コロナと同居しながら充実した生活
をしていく為の新たなニーズが惹起
されてくると思われます。「GO
TOキャンペーン」や「ふるさと納
税」の仕組みを活用し、新たな生活
のデザイン等の取り組みの発信をし
てみては如何でしょうか。応募の件
数によりマーケットリサーチも行え
ると思います。

【継続】
引き続き、既存の価値観を塗り替え、新
市場を開拓できるようデザイン思考の製
品開発を支援する。
セミナー・ワークショップ開催の際に
は、Withコロナ時代を想定した生活用品
に関するデザインを含め幅広い分野から
の参加を募り、より多くの成功事例の創
出を図ることで、本事業のさらなる認知
度向上を目指す。

19

開発型・提案型
企業転換総合支
援事業

産業創
出課

下請け中心のモノづく
り企業を開発型・提案
型の企業へ転換するた
め、アドバイザー等に
よる開発サイクルの形
成・自立化への支援の
ほか、特許法律事務所
による知的財産総合支
援を通した稼げる開発
サイクルの構築、県内
自治体が自立し継続的
に知的財産活用を推進
できる仕組みの構築を
支援する。

32,999

①本事業による
支援で創出した
新製品開発件数

②本事業による
支援で開発した
新製品等から発
生した商談の成
約件数（個人販
売含まず）

①５件

②２０件

①６件

②２２件

A
（平均115％）

石山委
員

Ｂ：有効
である。

開発した製品の販売額や開発するこ
とにより得られた知見がどれくらい
経営に役立っているのか多面的に判
断することが必要であり、開発件
数、商談の成約件数のみで事業の成
否を判断することは無理がある。せ
めてＫＰＩ値に開発企業の販売額合
計額などを入れることが必要であ
る。中小企業がメーカーになること
は経営も技術も生産も理解している
人間がいないと難しい。ネットビジ
ネスで収益を上げられる企業は一部
である。地方での製造業メーカーを
目指すのであれば新潟県にあるアウ
トドアブランド、スノーピークなど
をベンチマークし、県の支援でノウ
ハウを導入することなどを企画して
はどうか。

渡辺委
員

Ｂ：有効
である。

良かった点：外部専門家と県、関係機
関が既存企業の製品開発を支援する本
スキームは有用であり、活動実績を勘
案すれば、企業ニーズの高い取り組み
と思われます。

改善すべき点：新たに開発された製品
が、どの程度売上げ実績を挙げたかの
検証が必要と思われます。また、小さ
な成功事例でも良いので、成功事例を
広く発表する場を設けることで、他の
企業の開発意欲を促す取り組みを講じ
る必要があると思います。
（例えば、岡山県では、開発成功した
会社を表彰する「OKAYAMAものづ
くりコンテスト」という広く紹介する
場が設置されています。それらに触発
を受けた会社で建設機械アタッチメン
ト製造メーカーが、開発型企業に変貌
した良い事例・好循環も生み出されて
います）

【継続】
引き続き、外部専門家と県、関係機関に
よる製品開発支援を行い、本県産業全体
の企業力向上と発展を目指す。
開発製品がどの程度企業の収益・成長に
貢献しているか検証するため、KPIに販
売額合計の項目を設ける。具体的には、
開発企業へ売上額のヒアリングを行うと
ともに、楽天市場での販売実績管理によ
り集計する。また、令和3年度からは新
たに全国のバイヤーと県内中小企業を繋
げる取組を実施し、開発製品のブランド
化や販売展開に関するノウハウを提供す
るとともに、確実な販路開拓をサポート
することで、さらなる開発意欲促進と中
小企業の技術力の高度化、開発製品の高
付加価値化を図る。

A
（平均142％）

①98名
　
②1２名

③12名

①40名
　
②15名

③12名

①関連科目学卒
者受講者数
　
②在職者向け関
連技術セミナー
参加者数

③在職者向け関
連技術セミナー
修了者数

84,790

テクノアカデミーにお
いて、「ＡＩ・ＩｏＴ
技術」を活用できる人
材育成を行うために、
ものづくり分野やサー
ビス分野の科目内容の
見直しを行うととも
に、学生や企業在職者
等への職業訓練や講演
会等を通して当該技術
の利用促進を図る。

産業人
材育成
課

AI・IoT活用人材
育成事業

17
岡﨑委

員

Ａ：非常
に有効で
ある。

受講者数から判断すると要望の高い
事業といえる。先端農業と観光との
ドッキング、ロボットやセンサー技
術など、福島に即した事業の進展が
望まれる。

渡辺委
員

Ｂ：有効
である。

良かった点：人手不足が事業や地域
の成長制約条件になっており、生産
性の向上と新たな価値創出によって
成長戦略を描く必要がある。その基
盤となる「ＩｏＴ（モノのインター
ネット）/ＡＩ（人工知能）」に長
けた人材育成を進めることは、地道
な取り組みであるものの、非常に重
要な取り組みである。

改善すべき点：更なる参加者を集め
るべく、周知活動の強化、訓練会場
までの交通費等の補助、新型コロナ
ウィルス感染拡大に伴う影響の低減
（密を避けるべく少人数☓訓練回数
の増、感染防止対策の徹底策、対策
の広報活動等）を講じるべきかと思
います。

【終了】
令和２年度は、クラウドを利用したデー
タ解析活用技術やクラウド上のビッグ
データを活用したプランニング技術に関
することなど、より実践的な教育訓練を
実施する。事業は、令和２年度で終了予
定であるが、ＡＩ・ＩｏＴ技術を活用で
きる人材の育成は急務であることから、
学生・企業在職者の多くが当該技術を取
得できるよう実施内容や実施方法を検討
しながら人材育成を実施して行く。
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20
未来を担う創造
的人材育成事業

産業人
材育成
課

企業や産業支援団体、
高校やテクノアカデ
ミー等が連携しなが
ら、「航空宇宙関連産
業」等で広く利活用が
進む３Ｄデータを適切
に利用することができ
る知識・技能・技術
を、県内の若年者を対
象に付与する。

12,056

①講義・研修参
加者数

②学生関連企業
就職率

①50名

②19%

①１３５名
（コンテスト事
前講習会：27名
会津工業研修：
７２名
教材：テクアカ
１２名、尚英中
２４名）

②15%
（20名中３名）

A
（平均174％）

加藤委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

レベルに合わせた教材により、授業
の実施は前向きに進んでいる。
今後も継続が必要である。

須貝委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

３Dプリンターは従来の加工技術で
は実現が出来なかった形状を作り出
すことが出来ますので、芸術的セン
スで自由な発想の使い方ができる
と、思いもよらぬ造形美が出来る可
能性があると思います。学生諸子に
対して３Dプリンターの特徴を理解
できる機会を提供し、産業全体の底
上げを図ることができる事業の展開
をした方が良いように思います。

【継続】
3DCADと３Ｄプリンタの相性は良く、
画面上で設計したものをすぐに形にする
ことができる。設計と生産の関係性を肌
で感じ、実際のものづくり現場でも役に
立つ知見を得ることができる。レベルに
合わせた教材を開発していく中で、３Ｄ
プリンタもうまく活用する方向で事業継
続していく。

21

テクノアカデ
ミーにおけるイ
ノベ人材等育成
事業

産業人
材育成
課

福島イノベーション・
コースト構想の推進に
資する人材育成及び人
的視野拡大のため「ロ
ボット関連産業」、
「再生可能エネルギー
関連産業」を中心とし
た産業分野へ向けた人
材育成を行うとともに
テクノアカデミー浜と
福島ロボットテスト
フィールドを会場に
フェアを開催する。

16,663

①学生向け授業
数

②フェア参加者
数

③学生の県内就
職率

①800時間

②600人

③90％

①918時間

②0人
フェア台風によ
り中止のため

③68.1％

B
（平均95％）

※②除く

岡﨑委
員

Ｂ：有効
である。

福島イノベーション・コースト構想
とこれに関わる人材育成は、今後の
福島県の命運を左右する重要事業と
いえる。成果を期待したい。

西内委
員

Ｂ：有効
である。

学生向け授業数のKPI値は高いが、
その学習成果はよく分からない。学
生の県内就職率目標が90%とかな
り高いが、これだけ専門性の高い職
種で、数値目標ほどの需要や就職先
があるのかどうか知りたい。

【継続】
令和２年度はロボット単体の動作だけで
はなく、各ステーションごとにロボット
を配置し、ネットワークでつなぎ制御を
行うことで、実際の自動生産工程を模擬
し、より実践的な教育訓練を実施する。
福島イノベーション・コースト構想で集
積しようとしている産業の担い手となる
継続的な人材の輩出を目指すため事業を
継続していく。

ふくしま創生総合戦略
の推進のため、その推
進体制を整備するとと
もに、本県の地方創生
を担う人材を育成する
ための地域経済分析シ
ステムの普及促進等に
取り組む。

復興・
総合計
画課

地域創生・人口
減少対策本部事
業

22
A

（平均307％）

①203人

②36件

①200名

②7件

①RESAS活用支
援セミナーへの
参加者数

②経営改善等へ
のRESAS活用数

4,641
岡﨑委

員
Ｂ：有効
である。

ふくしま創生総合戦略推進を市町村
との連携で行えたのは有効であっ
た。
RESAS活用支援については多くの
参加者、活用例があり、有効といえ
る。

日下委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

RESASの活用数が大幅に伸びてい
ることに評価。
それだけ地域課題と向き合い、課題
解決に取り組んでいる人が多いとい
うことにもつながり、今後につなげ
て欲しい。

【継続】
地域の活性化を図るためには、地域の現
状や課題の分析が重要であり、その手段
としてＲＥＳＡＳは有効であることか
ら、引き続き、県内における普及を促進
していく。
また、現地視察等を交えながら県内の優
良事例等を収集するなど、情報発信を強
化する方向で検討する。
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④成長が期待される産業の育成・集積　（ヘルスケア産業等の育成　等）

23
航空宇宙産業集
積推進事業

企業立
地課

ハイテクプラザに高度
先進機器を導入し、県
内企業への技術支援を
行うほか、認証取得や
商談会出展を支援する
とともに、地域経済牽
引事業者への設備導入
費用の支援を行う。

119,065
JISQ9100取得
企業数

1社 1社
A

（100％）
加藤委

員
Ｂ：有効
である。

専門家の指導、助言による参入に必
要な認証取得支援を継続して行う成
果は表れてきていると思われる。

須貝委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

新型コロナの影響で航空機産業は大
変大きな打撃を受けており、GEで
さえ2200億円の赤字となったとの
報告があります。コロナ禍からの復
活には２～３年の月日が必要とも言
われていますが、長い目で見れば航
空機産業が右肩上がりの産業である
という認識は変わっていません。産
業界としては大変厳しい時期です
が、行政としては長期的な観点で基
礎体力を醸成できる施策を推進頂く
ことを希望します。

【継続】
新型コロナウイルス終息後等の業況回復
も見据え、社会経済情勢の変化に対応し
た事業を中長期的な視点の下、構築、展
開し、県内企業の体制整備や基盤強化を
支援する。

24

福島県ハイテク
プラザ　航空・
宇宙産業集積拠
点整備事業

企業立
地課

県内企業がより高度か
つ高機能な製品開発を
行い、さらには成長産
業分野へ新規参入する
ために導入する工作機
械（航空機用５軸加工
システム）設置のため
の航空機用機械加工棟
を増築する。

14,255
JISQ9100取得
企業数

1社 1社
A

（100％）
加藤委

員
Ｂ：有効
である。

継続実施を望む。
須貝委

員

Ａ：非常
に有効で
ある。

航空機産業を取り巻く環境は上述の
通りですが、このたび増築された航
空機用機械加工棟への機械設置計画
はありますでしょうか。３Dプリン
ターも含め将来の航空機産業に必要
となる、加工技術の基礎要素技術の
開発拠点としての位置づけをハイテ
クプラザに持たせてはと思います
が、如何でしょうか。

【終了】
ハイテクプラザが事務局となり、県内企
業等と航空・宇宙産業技術研究会を構成
し、航空機用械機加工棟に設置した５軸
加工システムも活用しながら技術相談等
に対応している。
今後は、「航空宇宙関連産集積推進事
業」において、引き続き関連産業の集
積・育成に取り組む。

25
健康ビジネス創
出支援事業

医療関
連産業
集積推
進室

今後の市場の拡大が見
込まれる健康ビジネス
産業の創出を図るた
め、県内企業が開発を
しているヘルスケア製
品、介護・福祉機器の
開発・事業化を支援す
るための補助や、県内
企業とともに展示会に
出展し、販路開拓支援
を行う。

10,531

①展示会をきっ
かけとした商談
数（名刺交換件
数を含む）(件)

②開発補助を
行った介護・福
祉機器等の事業
化数

①100件

②1件

①166

②1件

A
（平均133％）

加藤委
員

Ｂ：有効
である。

介護業界の市場の拡大と同時に、競
争も激化してくる。
同業他社との狭間で販路開拓により
一層支援を必要とする。

日下委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

医療・介護・福祉の分野の市場規模
は今後益々伸びる分野だと思われる
ので、引き続き成功事例の周知と販
路拡大に力を入れ、県内産業を牽引
していくまで成長してほしい。

【継続】
引き続き、介護・福祉機器分野に特化し
た展示会に出展し、事業化に向けた支援
を継続して行っていく。
また、令和２年度からヘルスケア産業の
専門家や事業の取組広報をするセミナー
を開催する予定であり、県内でのヘルス
ケア産業の基盤強化をより一層図ってい
く。

⑤高齢者などの再就職支援など多様な働き方の環境づくり

26
高齢者就業拡大
支援事業

雇用労
政課

県内企業において人手
不足が顕在化している
ことから、サービス業
等の人手不足分野や介
護・育児等の現役世代
を支える分野での高齢
者の就業を促進する。

30,098
新規就業者数年
間500人以上

新規就業者数年
間500人以上
（うち企業等に
雇用された数２
５０人以上）

新規就業者数4
６8人（うち企
業等に雇用され
た数458人）

B
（94％）

髙橋委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

数値だけ見ると目標達成率は評価で
きるが、就業先の産業別、職業別の
情報及び雇用形態が不明なため踏み
込んだ評価は難しいと感じる。
働きたい高齢者の就業機会を拡大す
るための事業なのか、企業のマンパ
ワー不足を補うための事業なのか、
現役世代を支援するための事業なの
か、すべて含まれるのであれば、そ
れぞれの目標を設定する必要がある
のではないか。

西内委
員

Ｂ：有効
である。

500人の目標値に対して、468人
を達成できている。サービス業等の
人手不足分野や介護・育児等の現役
世代を支える分野での高齢者の就業
につながったのかどうかは不明。

【継続】
高齢者の就業について、高齢者、企業か
らのニーズにマッチした研修、講習会を
実施していくことで、双方が安心して就
業、求職できる環境整備は重要であり、
今後も進めていきたい。
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（２）「しごと」を支える若者の定着・還流プロジェクト


①若年層の県外流出の抑制　（ICT人材の育成、インターンシップ等の強化、ものづくり産業を担う人材の育成・確保　等）

27

地域創生総合支
援事業 地域振

興課

全国的に産業人材が不
足する中、県南地方で
は、若年層の流失によ
る人材不足が課題と
なっていることから、
企業の魅力を効果的に
学生へ発信するととも
に、交流会を設けて企
業と学生との接点を増
やすことでインターン
シップに結びつけ、将
来の産業人材の確保に
つなげる。

6,720

①企業PRセミ
ナー参加企業数

②インターン
シップ受入企業
開拓数

③インターン
シップ参加者数

①２０社

②２０社

③３０人

①１０社

②１７社

③２３人

B
（平均70％）

石山委
員

Ｂ：有効
である。

県南地方は大手の製造業があり雇用
の受け皿になっている。住環境や通
勤、余暇など地域で生活するスタイ
ルを若者にもイメージできるような
映像等、動画などで伝えていくこと
が必要である。若者がネット等で収
集する情報は偏る傾向があると思わ
れるので、逆に地域で働くこと、製
造業で働くことのメリットや若者に
とってはデメリットと感じられるこ
とも正直に伝えることが行政からの
情報として信頼を得られる。Ｒ２年
度においては業種によっては急激に
雇用状況が悪化することも考えられ
ＰＲセミナー参加企業、インターン
シップ受入企業の減少が考えられ
る。従来よりも幅広い業種を対象に
参加、受入企業を募集することが必
要となる。

日下委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

学生に対する効果的な情報発信だけ
でなく、企業側にもPRの大切さを
認識して人材確保のためにもセミ
ナーやインターンシップの受け入れ
を積極的に行ってもらえる環境整備
が必要ではないでしょうか。
昨年も記載しておりますが、イン
ターンシップの参加者数だけでなく
就労者が決まってはじめて成果だと
思われるので今後インターンシップ
参加者から就労した者が実績として
数値化されると良いと思う。

【見直し】
新型コロナウィルス感染症の影響によ
り、企業と学生の交流会の開催が困難で
あることから、若者が利用しやすいイン
ターネットを活用した企業情報の公開・
意見交換ができる仕組みづくりを検討し
たい。
インターシップ参加者は主に大学２・３
年生であり、すぐに実績には反映されな
いことから、ＫＰＩとすることが困難で
ある。ただし、委員の意見を踏まえ、イ
ンターンシップ実施企業へ追跡調査を行
うこととしたい。

28
NPO強化による復
興創生事業

文化振
興課

復興支援等に取り組む
NPO法人の自立的・継
続的な活動を支援する
ため、総合的な相談支
援窓口の設置や各種講
座の実施などを行うと
ともに、若者を対象に
県内で復興支援活動を
行っているNPO法人で
のインターンシップ活
動を実施する。

24,765

①インターン
シップ活動参加
者

②うち県内定着
者数

①50人

②9人

①55人

②６人

B
（平均88％）

岡﨑委
員

Ｂ：有効
である。

NPOの運営については関心が高
まってきた。一方で若者がNPOの
活動やインターンシップに関心を寄
せるためには、周囲の社会人、高等
学校や大学の教員の認識を高める必
要がある。

西内委
員

Ｂ：有効
である。

若者が就職先の選択肢としてNPO
法人を入れるためには、団体の人
的・財政的な基盤が重要である。ま
た、若者、特に学生はNPO法人に
ついて知る機会が少ないので、イン
ターンシップ等、若者や学生向けの
各種講座や情報提供を引き続き支援
する必要。各大学の就職支援室(桜
の聖母短期大学の場合キャリア支援
センター)やハローワークに求人は
行っているのでしょうか。

【継続】
NPO法人についてより多くの若者へ周知
を図るため、今後も高校や大学等の職員
と連絡を取り、事業の周知を図っていく
とともに、インターンシップ活動の実施
による法人の事業の活性化や地域課題に
取り組む若者の県内定着を継続的に行っ
ていく。

29

医療機器工場生
産体制強化等事
業

薬務課

医療機器の品質及び安
全性確保の観点から、
医療機器品質保証担当
者等人材育成セミナー
を開催するほか、医療
機器安全管理実機演習
セミナーを開催し、県
内企業による新たな機
器開発・生産を促進す
る。

3,642

①医療機器製造
業者等の品質保
証担当者の養成
数
 
②医療ニーズの
橋渡し件数

③医療ニーズを
橋渡ししたもの
のうち、実際に
製品開発検討に
至った件数

①40人

②10件

③3件

①135人

②39件

③０件

B
（平均243％）

須貝委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

各種セミナーへの参加者が予定の3
倍以上となったのは医療機器に関す
る関心の高さが現れたものと思いま
す。安全や品質に関わる企業文化の
醸成は一朝一夕には難しいと思いま
すので、根気強く続けていくことが
肝要と思います。地道な活動の継続
が福島ならではの他の地区には無い
医療機器産業の育成に貢献するもの
と信じます。
今回のコロナでマスクがほぼ輸入に
頼っていることが判明し、有事の際
に国産化に迅速に移行できる体制強
化が必要と感じました。医療機器の
国産化率等を指標として、各企業の
品質保証県内企業による新たな機器
開発・生産を促進すべき方向を定め
ては如何でしょうか。

渡辺委
員

Ｂ：有効
である。

良かった点：医療機器品質保証担当
者、医療機器安全管理責任者とい
う、医療機器生産に欠かせない人材
育成、医療機器現場のニーズくみ上
げのための人材育成という取り組み
は、ＫＰＩ達成状況から、高い評
価。

改善すべき点：医療機器安全管理責
任者を育成し、現場の医療機器開発
ニーズを把握し、新たな製品開発を
行うことで、医療機器産業の活性化
を図る点について、道半ばと言える
だろう。橋渡しが相応の実績があり
ながら、開発件数０に終わった要因
分析を行い、開発・生産に結びつけ
るコーディネート機能強化・仕組み
作りが求められる。

【見直し】
産業界と医療機関のそれぞれの人材育成を
目的に、これまで別々の内容で２つのセミ
ナーを５年以上実施してきたところである
が、事業のマンネリ化の防止を図るととも
に、渡辺委員の評価を踏まえ、ニーズの橋
渡し後の開発・生産・改良等に結びつくよ
う事業構成を検討する必要性が強く感じら
れることから、次年度は、これまでの２つ
の事業を統合し、それぞれの現場で活躍し
ている人材を一堂に会したセミナーを開催
するとともに、医療現場におけるニーズと
産業界におけるシーズのマッチングをはじ
め、現場で起きている医療機器に関する諸
問題について各々の立場でディスカッショ
ンを行い問題解決の一助とするとともに、
医療機関側の安全管理のより一層の強化
と、産業界における機器開発等のヒントが
得られるようなセミナーを実施する方向で
検討する。
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30
ユースプレイス
自立支援事業

こど
も・青
少年政
策課

ひきこもり等の困難を
抱える若者に「居場所
（ユースプレイス）」
を提供し、各種プログ
ラムを実施すること
で、就労意欲やコミュ
ニケーション能力を高
め、社会的自立を支援
する市町村に対して事
業費を補助する。

10,765 自立した人数 210人 148人
B

（70％）
日下委

員
Ｂ：有効
である。

昨年より自立した人数が多く一定の
評価はできる。
ひきこもりの多くは昼夜逆転や家庭
内暴力の問題もあり、そもそも居場
所に出てこられる段階になるまでが
難しい。居場所をつくるだけではな
くネットでの相談や家庭へのサポー
トなども効果的だと思う。
また、学校や職場を休みがちになる
など、ひきこもりをこじらせる前に
手を差し伸べるにはどうしたらいい
のかも考えていけるといい。

西内委
員

Ｂ：有効
である。

ユースプレイスが設置されていない
地域、特に人口の多い郡山市、いわ
き市等へはたらきかけ、事業実施を
促すとともに、設置市町村以外の市
町村を多く巻き込み、利用者を増加
させていくことが重要。事業の実施
主体である市町村だけでなく、さら
に取組が充実するよう、不登校など
の青少年からの相談窓口である青少
年総合相談センターや、ひきこもり
状態の方からの一次相談窓口である
ひきこもり支援センターなどの相談
機関、ＮＰＯなどが運営する若者サ
ポートステーションなどの関係機関
とも連携を図るため、会議などにお
ける取組の内容や効果の積極的な周
知に努める。

【見直し】
ユースプレイスの設置されていない地域
に対して事業実施を促していく。特に、
郡山市、いわき市は独自に困難を抱える
者の居場所づくり等の事業に取り組んで
いるいることから、相双地域の市町村に
対して働きかけを行う。また、まだ設置
していない市町村を含め、設置市町村と
も青少年総合相談センター及びひきこも
り支援センター等の相談機関と青少年支
援協議会のネットワークを活用して広報
や情報共有等で連携を深め、相談窓口か
らユースプレイスへの対象者の誘導と
ユースプレイスから地域若者サポートス
テーションやハローワークへの繋ぎを効
果的に行うことで若者の自立を促してい
く。

31

県立高校コミュ
ニティ・スクー
ル推進事業

県立高
校改革
室

１学級本校化先行実施
校をモデル校として、
地域協働型の高等学校
づくりのための研修会
の開催、学校と地域を
つなぐ相互コミュニ
ケーションの場を支援
することによって、県
立高等学校へのコミュ
ニティ・スクール導入
を実効的なものとする
とともに、モデル校の
成果を県内で共有、波
及する。

1,382

①地域協働の研
修会回数（単
位：回）

②コミュニ
ティ・スクール
設置校数（単
位：校）

①９回

②０校

①11回

②０校

A
（122％）

赤松委
員

Ｂ：有効
である。

全国各地で導入されている先進事例
を参考にしながら、メリット、デメ
リットを検証し、本県の実情に合っ
た導入、推進を図ってほしい。

西内委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

モデル校を創ることにより、地域協
働の研修会を実施することができ
た。この成果を、他の地域や高校に
紹介し、展開していくことが必要で
ある。

【継続】
本県や各学校の実情に合った活動の導
入、推進をしていくため、令和３年度も
地域と協働した高等学校づくりと地域課
題探究活動の先進事例紹介の研修会を
行っていく。また、地域課題探究プログ
ラム開発など、モデル校の支援と全県立
高校の教職員を集めた研修会で取組の紹
介を展開していく。
令和2年度導入の3校に加え、令和3年度
から3校にコミュニティ・スクールを導
入し、その事業の取組を拡大していく。

32
若年者生活基盤
支援事業

雇用労
政課

県内の高校生等に対し
て地元で働くことの魅
力や働く心構え等につ
いて理解を深めるとと
もに、入社後の研修や
巡回相談の実施によ
り、県内中小企業等の
若手社員の職場定着を
支援する。さらに、管
理職や保護者を対象と
した研修等の実施によ
り、若年者の早期離職
防止及び県内定着を図
る。

22,506
新規高等学校卒
業者の3年以内離
職率

全国平均以下と
する

39.3％
（全国平均
39.2％）

B
（99％）

髙橋委
員

Ｂ：有効
である。

全国平均と同水準であることは評価
に値する。
若年層の離職は長年の課題である
が、新入社員の早期離職は社員側だ
けにあるものではない。従業員一人
ひとりが組織に愛着を持ち、従業員
と企業が一体となってお互いに成長
し合い絆を深める関係性、いわゆる
エンゲージメントの強化を企業側が
意識していく必要性を感じる。管理
職や従業員といった個にアプローチ
する「人材開発」支援だけではな
く、チーム力向上に視野を向けた
「組織開発」の視点からも支援をお
願いしたい。

西内委
員

Ｂ：有効
である。

3年以内離職率については、全国平
均とほぼ同水準を維持できたが、約
40%ということは、5人のうち2人
は3年以内に辞めている。その原因
はどこにあるのか。さらに離職率を
下げるため継続的な取組が必要であ
る。
特に、企業側に対して離職率を下げ
る取組の推奨と、そのためには管理
職に対するセミナーの実施や職場定
着に向けたコンサルティングの強化
など、労働者側、企業側両面から離
職防止に引き続き取り組むことが重
要。

【継続】
巡回相談の結果や関係機関の調査等から
得られる早期離職の主な要因を踏まえ、
それらに対応するようメニューに取り入
れていく。
また、企業側（管理職等）を対象とした
メニューについて、企業によって問題意
識に差があることから、これまで参加実
績のない企業へのPRを強化するなど、効
果の拡大を図る。
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②県外若年層の県内環流の促進　（県内企業の情報発信、県外学生の就職活動支援、ブランド力のある企業の創出　等）

33
チャレンジふく
しま中小企業上
場支援事業

商工総
務課

本県出身首都圏大学生
などのＵターン就職の
受け皿となる魅力ある
県内企業を増やすべ
く、県内金融機関等と
連携して県内の上場企
業を増加させる。

4,217

①補助採択企業
数（社）

②県内に本店を
置く上場企業数
（社）

①3社

②12社

①1社

②12社

B
（平均67％）

加藤委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

証券会社等と情報交換をして企業情
報をキャッチすることも方策の一助
であり、検討の価値があると思われ
る。

渡辺委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

良かった点：福島県の経済規模、人口を
全国比（約１．５％）で見た場合、上場
企業１２社（全国３７１７社、全国比
０．３％）は明らかに少ない。そこで、
県内の上場企業を増やすことで、首都圏
に流出している県内の大学生の地元就職
受け皿とする発想、取り組みは独自性が
あり、高い評価。早急に上場事例を創出
することが肝要。

改善すべき点：引き続き、応募が少ない
点が課題であり、企業に対して上場する
ことによるメリット、効果を示し、周知
することが必要。県内の同族企業、オー
ナー企業にとって、非上場するメリット
の方が強いと、なかなか応募が増えない
と思われる。例えば、上場することで、
既存従業員は社内持ち株で財産形成が図
れる等のモティベーションアップ、認知
度アップ・イメージ向上で新規採用が増
加する、事業承継対策として有効、持続
可能な社内体制構築に有効等々、上場メ
リットをアピールする必要があると思
う。

【継続】
東京証券取引所や県内金融機関等と情報
交換を行いながら、上場に関心のある企
業へ制度を周知し、制度の活用を働きか
け、株式上場に繋げていく。
また、県内企業向けのセミナーを通じ、
株式上場への理解を深め、上場に向けた
機運の醸成を図る。

34
ふくしまで働こ
う！就職応援事
業

雇用労
政課

県内及び東京に拠点を
設け、学生等への就職
相談から就職後の職場
定着までをワンストッ
プで支援するととも
に、WEBサイトにより
県内の企業・求人情報
を幅広く効果的に発信
することで、若年者等
の本県への還流につな
げ、県内産業の人材確
保・定着を図る。

50,683

ふるさと福島就
職情報センター
を活用して県内
就職した学生等
の数

300人 166人
C

（55％）
髙橋委

員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

相談窓口の周知不足なのか、認識は
されているが利用の必要性を感じて
いないのかで戦略は大きく変わって
くる。後者であれば利便性向上だけ
では改善は期待できない。
そもそも福島への就職に興味を持た
なければ、オンライン/オフライン
に関わらず利用率が大きく変わるこ
とはないと思われる。利用者数を上
げなければ県内就職者数も伸びない
ことから、今一度要因分析を行う必
要があるのではないか。
首都圏に一番近い東北として今後に
期待したい。

西内委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

感染症予防の観点から、本学でも高
校生向けのオンライン相談会を
LINEで始めた。WEB相談の導入や
SNSを活用した就職情報発信は重
要であり、その件数も数値目標にな
る時を迎えている。

【継続】
新型コロナウイルスの影響によって、有
効求人倍率の低下やテレワークの導入企
業の増加など、社会情勢がめまぐるしく
変化する中、学生等は新しい生活様式に
対応した就職活動を強いられており、県
内企業に関する正確な情報を収集するた
めの貴重なチャンネルの一つとして、就
職情報センターの必要性は高まっている
と考える。
このような状況を踏まえ、以下の対策を
重点的に実施し、利便性を一層向上させ
ることで、県内産業の人材確保に取り組
んでまいる。①利用者アンケート等を行
うことで要因分析・利用者ニーズの把握
を行う。②相談窓口における相談や面接
指導、書類添削等に、SNS等のオンライ
ン機能を活用するなど機能強化を図る。

県内外の大学生等に対
して、高校卒業時から
大学在学中にかけて継
続的に情報を発信し、
ふるさと福島への思い
の醸成を図るととも
に、企業説明会の開
催、企業ガイドブック
の配布及びＰＲ動画の
配信、インターンシッ
プの促進等により、県
内で働くことの魅力を
伝え、若者の県内定着
及び県外からの還流に
つなげる。

A
（109％）

174人
赤松委

員

Ａ：非常
に有効で
ある。

高校卒業時からではなく、在学中か
ら福島への思いの醸成を図ることが
必要である。新型コロナ感染拡大に
より、働き方が大きく変化してい
る。スマートシティAiCT等との連
携により、福島で働くメリットを発
信していくべき。

西内委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

到達目標値を達成していることが素
晴らしいと思う。新しい生活様式に
より、地方企業に就職すること、地
方に住むことのメリットがかなり高
まったと思う。就職する企業の魅力
と同時に、大学生にライフプランや
ライフファイナンシャルを紹介し
て、福島県で就職することのメリッ
トをさらに情報発信できればと願
う。

雇用労
政課

ふるさと福島若
者人材確保事業

35 160人

前年度ガイダン
ス参加者の県内
就職者数とふる
さと福島就職情
報センター東京
窓口を活用して
県内就職した学
生等の数

92,636

【継続】
県内企業の魅力の情報発信をする際、す
でに働いている先輩社員の働き方等を紹
介することで、大学生が就職後のライフ
プランをイメージできるよう工夫する。
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（３）農林水産業しごとづくりプロジェクト



①法人・企業等による安定雇用の創出　（法人の育成・企業等の誘致、生産法人等への初期投資への支援　等）

36

福島大学食農学
類による地方創
生モデル創出事
業

農林企
画課

福島大学食農学類の開
設によって新たに配置
された教員の知識・経
験を活かし、地域の核
となる農業者等による
地方創生の取組を、大
学が先導して発展させ
るプロセス・実証を支
援し、「稼ぐ力」の高
い地域モデルの創出に
よる地方創生を推進す
る。

8,962

①プロジェクト
実施数

②プロジェクト
による事業拡大
件数

①３件

②0件

①３件

②0件

A
（平均100％）

関委員
Ａ：非常
に有効で
ある。

福島大学食農学類の現場に根差した
事業に期待しています。初年度につ
き事業拡大件数は０ですが、横展開
できる体制を構築し実績を作って頂
きたいです。
また、事業に関わった福大の学生達
が卒業後の進路に福島県内の事業
所、農業を選択するようになること
を切に願っています。

西内委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

専門が異なるので、プロジェクトの
妥当性は不明だが、行政と大学とが
連携して、地域特有の農産物の機能
面や生産面に関する特性を解明する
プロジェクトには引き続き支援して
頂きたい。新しい生活様式では、地
方創生は地方における自給自足の生
活様式が求められている。地域の特
産物の有効活用に取り組むプロジェ
クトは益々重要になる。

【継続】
プロジェクトの成果を地方創生モデルと
して県内他地域に横展開していくため、
引き続き、地域の関係者や関係機関等と
連携を図りながら、プロジェクトの実施
を支援していく。

38
鳥獣被害対策強
化事業

環境保
全農業
課

イノシシやニホンジカ
の市町村等における効
果的な鳥獣被害対策へ
の取組に対して支援・
指導を行い、農作物等
の被害防止を図る。ま
た、地域ぐるみで取り
組む総合的な対策の推
進や、鳥獣被害対策の
専門的な知識を有した
市町村リーダーの育成
について支援する。

14,505

①市町村リー
ダー数（累計）

②人材育成・確
保に係る研修会
等の参加者（延
べ人数）

①11人

②50人

①9人

②延べ５１人

B
（平均92％）

関委員
Ｂ：有効
である。

農産物の有害鳥獣被害は甚大であり
様々な手を打たねばなりませんが、
基本は地域住民による自主的な対策
（日々の電気柵の管理、鳥獣の動向
の監視等）であるので、地域住民の
意識、知識の向上が必要と考えてい
ます。
私自身、実施隊員として隊の先達よ
り猟の指導を受け、日々の対策を実
施しています。先輩から後輩への技
術移転、隊員間の技術交流によりス
キルが高まりますので、リーダーの
育成だけではないと考えます。

渡辺委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

ＫＰＩ達成が未達で効果は限定的と
思われる。
鳥獣被害対策は、鳥獣自体が市町村
を超えて動くことから、市町村等の
連携都市圏で取り組むことが、より
効果が出やすいと思われる。
鳥獣対策では、連携都市圏内で、
各々の個体数を適切に管理する必要
から、市町村単位でのリーダーとい
うより、県単位、連携都市圏単位で
リーダーを育成すべきではないだろ
うか。

【継続】
鳥獣被害は市町村や市町村域を超えた地域
の問題であるが、対策の主体は地域住民で
ある。しかし、県内において、地域住民が
主体になり対策を実施できている市町村や
地域は少ないのが現状である。その対策の
１つとして本事業により、鳥獣被害対策に
係る専門的知識を有し、市町村や地域、地
域住民、県が一体となって鳥獣被害対策に
取り組む地域ぐるみの対策を実行するため
のコーディネーター的役割を担う市町村
リーダーの配置を進めているところであ
る。市町村リーダーを配置することで対策
活動が周辺地域へ波及を進め、市町村域を
超えた鳥獣被害対策につなげていく。
さらに、専門的知識を有した候補者の確保
及び育成を進めるとともに、受入側である
市町村の雇用条件や待遇等の体制整備をさ
らに推進していく。

①２件

②２名

①移住促進活
動、受入体制の
整備のモデルを
育成した数

②定住者実数

5,016

中山間地域の基幹産業
である農業と林業の連
携を図り、豊富な森林
資源を活用した冬期間
の生産体系の確立を始
め、狭小等農地、高齢
化・担い手不足など中
山間の課題を補う取組
や、規模拡大等を図り
移住者を雇用する取組
の支援、林業企業等が
森林資源利用農産物を
積極的に利用する仕組
みづくり等を行い、農
と林が有する資源の好
循環と移住者の就労機
会の創出を図る。

農業振
興課

森林計
画課

ふくしま「林・
農」連携モデル
創出事業

37

中山間地農業の活性化には、平場に
はない里山、山地を活かすことが必
須ですので、生産、販売（認証制度
も）の体制を一体的に整備する本事
業は効果が期待でき各地のモデルと
なりうるものなので、横展開に期待
しています。
ただ、浜通り、中通りでの里山、山
地資源の使用については制限があ
り、このモデルの適用ができないと
思われるので、別の取り組みについ
ても実証すると良いのではないで
しょうか？

Ａ：非常
に有効で
ある。

関委員

農業と林業を連携する接点を、多様
な視点からより明確化、具体化する
と効果は一層高まるのではないか。
移住者に対しても、農業と林業がリ
ンクした福島らしい多様な生活様式
を提示できる。

Ａ：非常
に有効で
ある。

岡﨑委
員

A
（平均125％）

①１件

②４名

【継続】
農業と林業の連携については、視野を広
げて接点を見つけ出し、雇用の創出や森
林資源利用農産物を積極的に利用する仕
組み作り等の部分でより具体化した取組
を考えていきたい。
また、浜通りや中通りの中山間地域にお
ける資源利用については、普及現場での
課題を整理した上で別の取組として検討
していくこととしたい。
まずは、会津地方において周年雇用を創
出するために経営モデルを実証し、普及
拡大する取組から着実に展開していく。
なお、会津地方では周年雇用を確保する
経営体数は少なく、普及拡大は道半ばで
あるため、本事業は令和３年度も同内容
で実施する方向で検討する。
また、林業と農業が連携して生産した農
産物を取扱う企業等への認証の取組につ
いては、「ふくしまから　はじめよう。
森林とのきずな事業」により今後も継続
していくことで、林農連携の重要性等を
明確化し、さらなる周知に向けＰＲを
行っていく。
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②新規就農者に対する支援の強化　（就業女性への支援、研修・体験機会の確保　等）

④消費者を見据えた販売促進　（産品の見える化　等）

40
地産地消推進強
化事業

地域振
興課

地産地消を推進し、地
域の活性化を図るた
め、地域資源を活用し
た事業を展開してきた
先駆者の取組や地場産
品の魅力を積極的に発
信することにより、県
産品のブランド化と県
内における利活用を促
進するとともに、県民
の消費意欲の高揚を図
る。

5,512

①アウトプット
指標
地域資源を活用
した事業者へ商
品の情報発信
（単位：団体
数）

②アウトカム指
標
地域資源を活用
した新規事業者
数（事業拡大を
含む）（単位：
団体）

①10団体

②5団体

①12団体

②０団体

C
（平均60％）

赤松委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

地産地消は消費者からの関心も高
く、今後もさらにその傾向は続くと
思う。しかしながら、生産者にとっ
て、六次化のアイディア、販売戦
略・品質の工夫など農産物の生産以
外の能力が求められるため、中間を
サポートする事業者の立ち上げが重
要だと思う。

関委員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

地産地消の言葉は広く知られていま
すが、生産－流通－消費の一連の流
れが見えにくいこともあり、意識的
に実践されるまでにはなっていない
のが現状ではないでしょうか？認証
制度などで普及に努めている事例が
多々あるように、如何に消費者に認
知して頂くかが課題となっていま
す。本事業の取り組まれた冊子配布
と交流会では効果は限定的であると
考えられます。

【見直し】
本課においては、食に止まらず、エネル
ギーや伝統工芸品等幅広い分野の地産地
消を推進するため、既存の情報発信媒体
（県公式Facebook等のSNSなど）を活
用しながら、消費者への地産地消に係る
意識向上を図る。

「県産品振興戦略」に
基づき、著名シェフや
メディア等を活用した
県産品の情報発信を行
う。また、アジアにお
ける販路拡大に取り組
み、本県の風評払拭や
イメージの回復、販路
の回復・開拓を図る。

県産品
振興戦
略課

県産品振興戦略
実践プロジェク
ト

41
C

（平均68％）

①48,405kg
　
②425,010kg

①55,000kg
　
②894,766kg

①桃の輸出量

②全体輸出額
61,672

加藤委
員

Ｄ：効果
がなかっ
た。

本県の風評払しょくに今後も継続的
に努めていくことが重要。
当面我慢強くアピールしていく。

関委員
Ｂ：有効
である。

過去最高の輸出量を更新したことを
心より歓迎いたします。食を通じた
交流、相互理解が進むことを切に願
うばかりです。国策として日本産農
産物の輸出が振興されていることか
ら、先を見据え、課題を１つ１つ克
服していくことを期待いたします。

39

ふくしまの次代
を担う多様な担
い手確保・支援
事業

農業担
い手課

本県の主要産業であ
り、地域社会に欠かせ
ない産業である農業の
成長産業化を図るた
め、地域の特色に応じ
つつ、急速に増加する
農業法人などの経営体
に応じた新規就農者の
確保と就農間もない農
業者等の育成を行う。

81,846

①新規就農者数

②新規参入者数

③雇用就農者数

①220人

②130人

③120人

①212人

②117人

③108人

B
（平均92％）

新規就農者及び新規雇用就農者の離
農率と離農理由の把握と対策及び支
援が必要と考える。
一般的に新規就農者の課題として
「資金」と「技術の習得」が言われ
ているが、お試し就農では栽培技術
は体験できても、農業機械の取扱い
や販売や流通経路など経営に関する
学習は難しいと思われる。
また、法人雇用の就農者にとって
「給与」や「勤務時間」は重要な要
素であるが、農業という性質上勤務
時間も変則的であり、労働基準法の
定める労働時間等の規定の適用外で
あることから不満要素となることも
考えられる。
定着支援の強化に期待。

Ｂ：有効
である。

髙橋委
員

孫就農が話題になるなど若年層の農
業への関心は高まっており、就職の
選択肢、職業の選択肢としての農業
の提示は必要と考えておりますの
で、本事業のように様々なきっかけ
を作り出すことは有効と考えており
ます。
他部署では移住事業が実施されてい
ますので、それらの事業との連携も
されていくとより効果が上がるので
はないでしょうか。

Ｂ：有効
である。

関委員

【継続】
新規就農者の確保・育成・定着のため、
就農地における生活基盤の早期確立支援
を含めきめ細かなサポートを行う新規就
農支援組織の設立及び活動の支援を行
う。
また、新規就農者の技能習得を支援する
ため、小売店での販売研修会や農業短大
での農業機械研修等への積極的な誘導を
図るなど、着実にステップアップを図り
農業担い手として育成に取り組む。
さらに、農業法人等にも働き方改革を踏
まえた研修を通して雇用拡大に必要な支
援を行う。

［継続］
コロナ禍を踏まえつつ、輸出国・品目及
び数量の一層の拡大と定着を図るととも
に、輸入規制のある国・地域等に対して
は、国等と連携して風評払拭と規制緩和
に向けて継続的に働きかけを行ってい
く。
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指標名 R元年度目標値 R元年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.

KPI

担当課事業名 事業内容 事業費
（実績ベース)

R2年度 有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

資料２－２

-

生産技術を究め、生産を振興し、更
に需要を創出し販路を産み出すこと
を１つの事業で取り組むことの意義
は大きいと考えます。
その一方で、本取り組みに関わる
方々、特に生産者にとって再生産可
能な価格での取引となっているか、
投入した労働、資材に見合う所得に
なっているか、については、担い手
確保の観点から検証が必要と考えま
す。

Ｂ：有効
である。

関委員

おたねにんじん、エゴマについて新
規栽培者の増加、栽培面積の増加
と、成果は表れてきている。
消費も大切であるが産地規模拡大に
必要な資材や機械の導入を継続し、
安定供給に努める必要がある。

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

加藤委
員

菜食健美ふくし
ま！地域特産物
活用事業

43 21,187

保健機能を有する地域
特産物の生産振興を図
るとともに、県民にそ
の有用性をPRし食する
機会を増やすことで、
地域内流通を活性化さ
せ、地域資源の活用促
進と、食から始める健
康づくりを推進する。

園芸課

未確定
（統計値公表が
令和３年３月頃
のため）

（参考）
令和２年３月公
表値
①5.2ha
②55.7ha
③117,202千円

①8.0ha

②65ha

③180,000千
円

①おたねにんじ
ん栽培面積
（ha）

②エゴマ栽培面
積（ha）

③おたねにんじ
ん（紅参換算）
及びエゴマ（油
換算）の販売金
額

話題性のあるデジタル
コンテンツを作成し、
民間手法を活用した戦
略的な情報発信やマー
ケティングを展開する
ことにより、市場の
ニーズを捉えた販路拡
大を図る。

A
（平均153％）

①460万回

②305t

赤松委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

福島県には日本酒や農産物など高い
品質で自慢できる産品が多いが、い
まだ認知度が低いのは非常に残念に
感じている。魅力的なコンテンツ創
出と合わせ、サイトに来てもらうた
めの集客が必要なことから、検索サ
イトの上位に表示される工夫も必要
ではないか。

石山委
員

Ｂ：有効
である。

インターネット動画、テレビを通じ
県産日本酒のＰＲを多くの消費者へ
実施できていることは評価できる。
しかし、視聴数と売上増加の相関関
係が不明である。現在県内日本酒の
出荷量は減少しており、今後人口減
少を迎える中厳しい状況が予想され
る。風評被害払拭という大きなテー
マはあるが行政として特定産業へ継
続した支援には限界があるため今後
の新たな展開を検討しなければなら
ない。一つは業界や酒造業者自らが
プロモーション力をつけることへの
サポートである。酒造組合等にプロ
モーション能力がある人材を常時配
置させ自らの企画によりＰＲを図る
などが考えられる。業界による事業
であるためより販売支援に近い内容
となり、補助事業的な意味合いが大
きくなると思われるが、風評被害払
拭から売上に結び付くプロモーショ
ンに切り替えていくためには事業者
自らの企画、行動が必要となる。

県産品
振興戦
略課

県産品デジタル
マーケティング
事業

42
①250万回

②250t

①動画閲覧回数

②県産品輸出量
117,987

［継続］
これまでのWEBを通した戦略的な情報発
信により県産の日本酒や味噌、醤油など
県産品に対する好意的イメージの獲得や
認知度向上は達成出来つつある。今後は
WEB解析データを活用し選択・集中を行
い、見込み顧客に対するアプローチの強
化に取り組む。また酒造組合等と連携
し、日本酒の愛飲家だけではなく、日本
酒の入り口にいる比較的若年層（＝WEB
を活用している年齢層）に対するコンテ
ンツを強化するほか、WEB上の自然検索
で上位に表示されるよう検索クリエの解
析にも取り組む。

【継続】
エゴマについては省力化・低コスト化の
取組（直播き栽培及び移植栽培の技術体
系の確立等に向けた研究開発）を継続す
る。おたねにんじんについては、従来の
薬用（出荷まで5-6年必要）向け以外
に、農業者の早期収益確保及び所得向上
を図るため、食用（2-3年）向け栽培技
術の確立や地域での需要喚起・販路拡大
に向けた取組を継続する。
また、産地規模拡大に必要な初期生産資
材及び共同利用機械の補助事業について
は継続する。
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指標名 R元年度目標値 R元年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.

KPI

担当課事業名 事業内容 事業費
（実績ベース)

R2年度 有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

資料２－２

（４）定住・二地域居住推進プロジェクト



①地域が求める人材の移住促進　（地域が求める人材の移住促進、戦略的な情報発信と環境整備　等）

44

福島に来て。交
流・移住推進事
業

地域振
興課

地域の担い手となる人
材を確保するため、交
流人口や関係人口の拡
大を図りながら、本県
の魅力の情報発信及び
移住者等の受入体制づ
くりを強化するととも
に、市町村等が行う受
入環境整備の取組を支
援するなど、本県への
移住促進を図る。

71,250 移住世帯数 200世帯 509世帯
A

（255％）
日下委

員

Ａ：非常
に有効で
ある。

目標値を超える移住者があったこと
に活動効果が出ていると思います。
今後、新型コロナウィルスの影響で
移住検討者が増えることが予想され
るため、既存移住者が移住検討者や
引っ越したばかりの移住者のフォ
ローに入るなど、行政や各支援団体
との連携が進むと良いと思われま
す。

関委員
Ａ：非常
に有効で
ある。

交流・移住事業は成果が把握しにく
く、成果が出るまでに時間が掛かる
ものですが、本事業では確実に成果
を出しており素晴らしいことと存じ
ます。これも一重に、奇策に走らず
地道に実績を積み上げてきた結果と
拝察いたします。地道な継続により
人が人を呼ぶ良い効果を産むものと
信じております。移住者の様々な生
き方をリアルに紹介し、次世代を担
う方々、移住希望者の方々が当地で
の暮らしをイメージできるようなＰ
Ｒを積極的にして欲しいです。

【継続】
地域における移住者の受入体制、首都圏
等における移住相談体制の継続とPR強化
等に取り組みつつ、Withコロナにおい
て、新しい生活様式に対応したテレワー
ク施設等の本県の移住・定住コンテンツ
の情報発信にも力を入れてまいりたい。

46
ふくしま移住支
援金給付事業

地域振
興課

首都圏から本県への移
住を促進し、将来の担
い手の確保を図ること
を目的として、「わく
わく地方生活実現政策
パッケージ（移住支援
事業）」を活用し、一
定の要件を満たす移住
者に対する移住支援金
を給付するため、市町
村に補助金を交付す
る。

1,650
移住支援事業に
よる移住世帯数

110世帯 3世帯
C

（3％）
岡﨑委

員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

「都内23区に居住、就業」、「5
年以上居住、就業」といった国の支
給要件だけに縛られていては、移住
促進が図れないことが明確になっ
た。
国への働きかけとともに福島独自の
方策を構築することが必要ではない
か。

関委員
Ｂ：有効
である。

募集チラシには様々な要件がギッチ
リ記載されていて如何にも面倒な感
じがします。他道府県でも同様の事
業が取り組まれているので、金額や
条件ではなく、福島県の魅力、ライ
フスタイル等を発信し、移住希望者
を確保したいところです。本事業の
対象ではないですが、ＦターンＨＰ
は淡白な感じがします。

【見直し】
引き続き国に対して支給要件緩和の働き
かけを行っていくとともに、広報の仕方
を工夫するなど情報発信に力を入れてま
いりたい。

主に首都圏等における
現役就労世代をター
ゲットに、短期間の就
労体験や地域住民等と
の交流活動を行うこと
で、地域とのつなが
り・関わりを創出し、
地域づくりの担い手を
確保するとともに、将
来的な移住・定住人口
の増加を図る。

地域振
興課

つながるふくし
ま。関係人口づ
くり推進事業

45
C

（52％）
78人150人

就労体験等参加
者数

11,035

【見直し】
受入事業者の顔が見えるように、写真付
きで代表者メッセージを付したうえで
ホームページ上で都市人材を募集するな
ど工夫してまいりたい。また、マッチン
グ終了後も定期的に移住・定住関連イベ
ントを案内するなど、フォローアップ体
制も充実させていくこととしたい。

岡﨑委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

県内の受入れ側の人材が見えてこな
いと、交流体験も効果が限定的に
なってしまう。受入れ地元地域社会
での信頼感、実績のある地元人財の
発掘が不可欠ではないか。

西内委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

現地調査をした際には、その地域に
キーパーソンがいて移住・定住につ
ながっていた。都市人材を受け入れ
る県内事業者の掘り起こし(キー
パーソンを探す)のために、事業者
向けセミナーやマッチング後のフォ
ローアップ等を強化していくことが
必要。
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（実績ベース)
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資料２－２

②住まいの確保など定住・二地域居住を支える環境の充実確保　（移住者の居住環境の確保　等）

48
移住促進仮設住
宅提供事業

建築住
宅課

定住・二地域居住を推
進するため、仮設住宅
を活用して“お試し住
宅”等を整備する市町
村に対し、仮設住宅を
再利用するための解体
と「建築資材」の運
搬、整備する住宅等の
「再利用設計」を提供
することにより、事業
の一部を支援する。

1,427

市町村が整備す
る”お試し住
宅”等へ「建築
資材」提供

12戸
12戸
（葛尾村）

A
（100％）

岡﨑委
員

Ｂ：有効
である。

事業終了であるが、今後も災害は多
発する。災害用仮設住宅を移住用お
試し住宅としても活用できるよう、
キット化した（木材活用も含め）仮
設住宅のストックはできないもの
か。

関委員
Ｂ：有効
である。

事業の効果は、１２戸移築１００％
達成という単なるアウトプットで評
価のしようがなく、お試し住宅の活
用により生じることで評価すべきで
あることから、これまでに移築した
お試し住宅の活用についてフォロー
アップし成果を出して欲しい。

【終了】
令和元年度をもって本事業は終了となっ
た。
仮設住宅のストックについては、ストッ
クする場所が無く、また、部材の劣化が
始まっていることから、キット化したス
トックは困難です。
これまでの事業の実績として、市町村の
移住定住の活用に用いられている。
【H29～R元】
５１戸　移住定住促進住宅
１４戸　地域振興住宅
１０戸　定住促進住宅
　２戸　活性化施設

47

ＫＰＩ値を見ても移住に関する関心
が高まっていることが見て取れる。
空き屋などが社会問題となっている
中、移住をする人、受け入れる人の
考え方も変化している。しかしなが
ら現状における移住のパイを考える
と人口減少対策として過度に期待す
ることは難しい。また、新型コロナ
ウィルスによる影響で数年は移住を
受け入れる側に抵抗が生まれる可能
性がある。県としては移住者のフォ
ロー、市町村と連携した地域住民へ
の説明などをしっかりできる体制を
整備する必要がある。その上での広
報活動の強化が必要である。

Ａ：非常
に有効で
ある。

石山委
員

ウィズコロナ生活により、地方移住
の流れは加速するものと思われる。
この機を移住促進の好機ととらえ、
迅速で独自性のある支援策が求めら
れる。すでに実施している自治体も
あるが、オンラインでの説明会など
も速やかに実施すべき。行政主導で
はなく、受け入れる地域との連携し
た取り組みが必要。プロモーション
やWebでのPRなども地域の人の顔
が見える発信も大切。

Ａ：非常
に有効で
ある。

赤松委
員

A
（平均142％）

①３４２件
②９２世帯

①１９０件
②５世帯
③４回

①１２０件
②５０世帯

①２５０件
②１５世帯
③３回

①移住相談件数
②移住世帯数

①移住相談件数
②移住世帯数
③地域住民等と
の交流会

19,267
地域振
興課

地域創生総合支
援事業（県北・
県南分）
（移住関係）

【見直し】（県北）
令和２年8月に開始したオンラインセミ
ナーや個別相談を継続し、引き続き首都
圏を中心とした情報発信を行っていく。
また、委員の意見を踏まえ、更なるPRや
移住者のフォロー等を地域や市町村と連
携し実施したい。

【見直し】（県南）
新型コロナウィルス感染症の影響による
地方移住への機運の高まりを好機ととら
え、首都圏へのアクセスが良い地域特性
を生かしながら、テレワークやサテライ
トオフィス等のウィズコロナを踏まえた
新しいライフスタイルを市町村と連携し
ながら推進し、移住へとつなげたい。
移住への足がかりとなる関係人口を創
出・拡大するため、地域住民の意見・意
向を把握し、地域に必要な人材をマッチ
ンする仕組みづくりを検討したい。

１ 県北地方の交流・関
係・移住人口拡大事業
（県北）
　県北地域において、
移住希望者等支援のた
め、地域情報の効果的
な発信等に向けた人材
育成や拠点づくりを進
めるとともに、移住相
談会の開催や人材マッ
チング、企業研修旅行
のコンテンツ作成など
に取り組むことで、段
階的な移住施策を展開
し、関係人口の構築と
移住者の確保を図る。

２ しらかわスタイル定
住・二地域居住推進事
業（県南）
　県南地域において広
域的な移住相談窓口を
設置し、移住相談、情
報発信、地域レベルの
移住受入体制づくりへ
の支援、受入拠点づく
り等に総合的に取り組
む。
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指標名 R元年度目標値 R元年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.

KPI

担当課事業名 事業内容 事業費
（実績ベース)

R2年度 有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

資料２－２

③若者等と集落の交流促進　（若者等と集落の交流促進　等）

49

大学生等による
地域創生推進事
業

地域振
興課

過疎・中山間地域の担
い手不足を解消し、地
域コミュニティを維
持・確保するため、県
内外の大学生の力を活
用して集落活性化を図
るとともに、大学生等
が地域づくりを学びな
がら、地域との交流を
継続することで、将来
的な定住・二地域居住
につなげる。

6,491
大学生と集落の
交流人数（単
位：人）

150人 293人
A

（195％）
赤松委

員

Ａ：非常
に有効で
ある。

発想の転換には有効である。話題性
だけでなく、継続した取り組みを望
む。

岡﨑委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

参加学生数、集落数も多くなり、双
方にこの事業の意義が浸透してきた
といえる。年度ごとの参加学生の交
流、ネットワーク形成支援を実施し
ていることも評価できる。
事業開始時の学生たちは、社会人と
して自治体や地域に関わって活躍し
ている人財も多い。この人たちの
ネットワーク化や活用の方策も考え
られる。

【継続】
引き続き受入側、大学側のニーズの掘り
起こしに努めながら事業を継続するとと
もに、交流が活発な団体をフォローする
こと等により新たな展開の可能性につい
て検討していきたい。

50
地域をつなぐ農
村交流活動事業

農村振
興課

中山間地域において、
地域外と連携して地域
の共同活動を行い、農
村環境の保全、地域コ
ミュニティを維持する
とともに、交流を通じ
た地域の活性化を図る
取組を支援する。

5,755

①実施組織数

②地域外からの
活動参加者数

①３組織

②60人

①３組織

②５７人

B
（平均98％）

日下委
員

Ｂ：有効
である。

天候にも左右される事業なので、若
者が首都圏から草刈りや土砂さらい
のために予定をたてて参加するの
は、なかなか継続が難しいのではな
いでしょうか。
参加してくださった方のリピートが
あるのかをみていく必要がある。

魅力的なプログラムになるよう、他
の事業との連携や、ボランティアと
してだけでなく、地域と四季を通し
て関われることを探すなどの取り組
みがあるといいと思われる。

関委員
Ｂ：有効
である。

農村の課題解決のために都市住民を
巻き込むという発想は素晴らしいで
す。都市の方々には様々なきっかけ
を提供して農村と関わって欲しいと
ころです。しかしながら、その一方
で、交流活動は、受け入れ側の負
担、労力の割には実入りが少なく実
施できる団体も限られることや関係
の維持が大変なことから、事業終了
後の継続について心配されます。事
業の中で経済効果を出せる仕組みも
構築できるようしなければなりませ
んし、単に民間団体への支援に留ま
らず交流を行政も巻き込んだ社会の
仕組みとしていく必要があると考え
ております。

【継続】
引き続き、都市部住民等の方々に参加し
てもらえるよう、種まき、収穫などに、
水路維持管理や除草などの地域維持に貢
献する活動を組み入れるなど魅力あるプ
ログラム作成を誘導していく。また、高
齢化、過疎化から活動の継続に不安を感
じている地域の日本型直接支払活動組織
等が、この取組に広く関わり、人材の確
保等により組織の活動を継続していける
ような仕組みづくりを、市町村と連携し
支援したい。
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指標名 R元年度目標値 R元年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.

KPI

担当課事業名 事業内容 事業費
（実績ベース)
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資料２－２

（５）観光コンテンツ創出プロジェクト


①地域資源の発掘・磨き上げによる観光コンテンツの創出・交流人口の拡大　（地域資源を生かした交流人口の拡大、インバウンドの促進、地域風土を生かしたまちづくり、震災ツーリズムの開発　等）

52

スタートアップ
ふくしま尾瀬事
業

自然保
護課

尾瀬の優れた自然環境
を体感するツアーやア
ウトドア関連企業との
連携による尾瀬の魅力
を体験するフェスティ
バル等を開催するとと
もに、ＳＮＳ、動画、
雑誌、多言語対応ガイ
ドブックなどを活用し
た国内外への情報発信
により「ふくしま尾
瀬」を広くＰＲする。

50,172

①福島県側からの尾
瀬入山者数

②会津高原尾瀬口駅
乗車人員数

①110,000人

②120,000人

①72,900人

②107,313人

B
（平均77.8％）

岡﨑委
員

Ｂ：有効
である。

山岳リゾートの歴史、施設や道路等
の景観整備の観点からは、スイス等
の先進地にかなわない。かりにイン
バウンドが復活すれば、日本にとっ
て価値のあるインバウンドは、スイ
スや北米を経験してきたレベルの高
い人達を迎えることである。
その視点からみれば、スイス、北米
に勝るのは、歴史に裏付けられた地
域のライフスタイルである。これに
磨きをかけ、景観と繋ぐことが不可
欠ではないか。日本の自然の特性は
人間の生活と連携した人文性の高い
自然である。

加藤委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

当行も尾瀬支援に取組んでいるが尾
瀬観光も頭打ちの状態にある感がす
る。
SNSを活用してリピーター発掘に
努める。（美しい尾瀬の再発見）

【継続】
先進事例もふまえながら、檜枝岐村や南
会津町の歴史文化などの「付加価値」を
積極的に取り込み、他エリアとの差別化
を図る。
また、情報発信にあたってはＳＮＳを活
用し、県内を中心としたリピーター発掘
に努める。

53
ふくしまグリー
ン復興推進事業

自然保
護課

震災以降利用者数が減
少した自然公園につい
て、自然資源や地域資
源の活用による更なる
魅力の向上と創出に向
けた取組を環境省と連
携して行い、利用者数
の拡大と地域振興を図
る。

25,877

①推進体制の構
築

②ビューポイン
ト整備数

③ビューポイン
トを整備した公
園における利用
者数の増分

①1

②15

③23,000人

①新型コロナウ
イルス感染症に
より延期

②15

③集計中
（8月頃公表予
定）

A
（100％）

※①、③除く

赤松委
員

Ｂ：有効
である。

地元に目を向けて楽しむという星野
リゾートが提案するマイクロツーリ
ズムの理念での事業展開をすべき。

関委員
Ａ：非常
に有効で
ある。

福島を知って頂き、来て頂くために
は、相手の心を動かす何か、他と違
う何かがないと難しいことから、本
事業のように地域の潜在的な魅力を
発掘し磨きをかけ売り出してくいく
取り組みに可能性を感じています。

【継続】
県内や近隣県からの来訪者を最重点ター
ゲット層とする。ターゲット層は既に県
内自然公園を訪問している可能性が高い
ことから、魅力の掘り起こしや強みの再
分析を通して、リピーターの創出に努め
る。

「地方創生路
線」只見線利活
用プロジェクト

51

只見線沿線には、日本酒はもちろん
赤カボチャ、飴ヨバレなど独特の食
文化、特産品、伝統工芸、秘湯、そ
れらを支える人材など、大きな魅力
に溢れている。まずはこうした地元
の魅力のストーリー化に力を注ぐべ
きではないか。このことが地元の自
信につながり、自信に裏付けられた
地域の魅力が、只見線を利用し、奥
会津を訪れることに繋がる。

Ａ：非常
に有効で
ある。

岡﨑委
員

コロナ感染拡大による自粛生活の中
で、近場のエリアを見直す機会が増
加し、新たな魅力を再発見すること
が数多くあった。只見線沿線は魅力
的な景観にあふれていることから、
細かな情報を満載した沿線マップを
作成してはどうか。作成に当たって
は、地元の方に只見線に実際日程調
整乗車してもらい、沿線の魅力をみ
つけてもらうというWSを実施し、
一体感のある取り組みとする。
※以前、会津鉄道沿線のマップを作
成したことがあり、浅草から会津ま
での沿線の風景やうまいもの、車
両、歴史、沿線の高校生の制服など
など多岐にわたった内容で、観光客
だけでなく、地元の人にとっても新
たな魅力を再発見でき、これまでに
ないマップとして好評だった。

Ａ：非常
に有効で
ある。

赤松委
員

A
（103％）

5,7955,600
本事業による奥
会津地域へのツ
アー等参加者数

77,106

【継続】
県では、沿線市町村と共に只見線ガイド
ブックを作成し、地域資源の掘り起こ
し、磨き上げを行うとともに、地域の魅
力を広く発信している。
御意見のとおり、地域を支える人や隠れ
た資源にスポットを当て、この地域にし
かない魅力をストーリー化していくこと
が重要であることから、引き続き、地域
ならではの「ヒト」「モノ」「コト」
「イロ（風景）」を最大限生かした事業
を展開していく。

ＪＲ只見線の全線復旧
を見据え、只見線利活
用計画で位置付けた各
プロジェクトを推進
し、低迷している只見
線利用者数を増加させ
るとともに、只見線を
活用した地域振興を図
る。

只見線
再開準
備室
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②メディア芸術等を活用した観光コンテンツの創出・交流人口の拡大　（メディア芸術等の活用、クリエーター人材の還流促進　等）

54
進化する伝統産
業創生事業

県産品
振興戦
略課

伝統産業人材の後継者
不足や消費者のライフ
スタイル・価値観の変
化による需要減少等の
課題解決に向け、後継
者育成や国内外での販
路拡大に取り組む。

47,364

①インターン
シップの参加者
数

②当事業による
商品の売上額

①25名

②2,000千円

①２１名

②現在調査中
（9月頃に結果
が出る予定）
※当初、当事業
における商品の
売上額をアウト
カムとしていた
が、参加事業者
の収入計測が困
難であることか
ら、工芸品輸出
量を指標として
再設定した。

B
（84％）

※②除く

赤松委
員

Ｂ：有効
である。

伝統工芸品にこそ、若く影響力のあ
るインフルエンサーの必要性を感じ
る。伝統工芸はSDGｓに繋がる産
業であるという視点を強調してほし
い。製品として目にすることはあっ
ても、作り手や工程などに触れる機
会は少ない。古臭いかもしれない
が、見せる、実際に使ってみること
ができる場所を設けるなど他事業と
の連携による事業展開はできない
か。

髙橋委
員

Ｂ：有効
である。

作り手としての能力伝承（後継者育
成）とブランディング、マーケティ
ング、情報発信者としての能力向上
（プロデューサー育成）は、それぞ
れに必要とされる知識、スキルが大
きく異なる。まずは後継者育成に力
を入れ、生業として成り立たせるた
めの収入確保を目的とした外部専門
家（プロデューサー）による支援を
行い、次のフェーズで外部専門家に
頼らない地元プロデューサーの育成
に着手するという方法も考えられ
る。
総務省の「地域力創造アドバイザー
制度」などを参考に、地域産品の開
発やブランディングなど、一過性の
取り組みで終わることのない、地域
が自立できる事業となることに期
待。

［継続］
伝統工芸・地場産業が生業として成り立
つことを目指し、産地や職人が自らブラ
ンディング、マーケティングを行い、産
品の品質の高さや美しさを発信しながら
販売力を高められるよう、その知識や技
術の習得の場の提供や専門家アドバイ
ザー派遣、さらには他事業のデザイン支
援に関する事業の活用を通じて支援する
とともに、人材育成・後継者確保に向け
た取り組みにつても引き続き行ってい
く。

③戦略的な情報発信と受け入れ体制の整備　（戦略的情報発信に係る環境整備　等）

C
（平均35％）

【終了】
一連の改装作業は終了した。新型コロナ
ウイルス感染症の影響により、団体客や
ツアー客がほぼ皆無となっているため、
今後は個人客獲得に向けた取組を行って
いく。

①88,526人

②15,313千円

①210,000人

②55,000千円

①来館者数

②物産販売額
54,773

本県の観光と物産の振
興を戦略的に担う
「（仮称）浄土平ふく
しま館」については、
①周辺観光地の体験型
観光コンテンツを気軽
に体験できる空間を新
設し「お試し」体験型
観光コンテンツを提供
し、周辺観光地への誘
客等を図るとともに、
②常設で県産品を販売
するほか、地域資源を
活かした６次化商品等
の実演販売スペース等
の整備や、県産農産物
を活用した飲食メ
ニューを提供するレス
トランの厨房につい
て、食材の多様化や利
用客の増加に対応する
ための機能強化をする
ことにより、県産品の
魅力を来館者に体感さ
せ、販路拡大を図る。

県産品
振興戦
略課

独自の資源を活
用し「地域の観
光・物産振興を
牽引」する浄土
平ふくしま館
(仮)整備事業

55
岡﨑委

員
Ｂ：有効
である。

吾妻山の噴火警戒や台風等の影響の
ため、こういう来場者数や販売額と
なったことは致し方ない。今後も魅
力ある施設整備は必要である。

日下委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

吾妻山の噴火警戒
令和元年度台風第19号
新型コロナウィルス
7月28日豪雨による磐梯吾妻スカ
イライン全面通行止など、度重なる
休業でせっかく改装した施設が活用
できずにとても残念です。
これからに期待します。
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資料２－２

（６）切れ目のない結婚・出産・子育て支援プロジェクト


②男女がともに子育てに関わることができるよう、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を図ることができる環境づくりを推進　（仕事と育児の両立を目指した職場環境の整備　等）

56

女性活躍促進事
業（商工労働
部）

雇用労
政課

結婚や出産を機に離職
した女性に対して、再
就職のための支援を実
施するとともに、女性
活躍とワーク･ライフ･
バランスを促進するた
め、企業の経営者等に
対するセミナーや企業
訪問、認証制度や企業
内子育て支援施設の整
備支援等により女性が
活躍でき男女が共に働
きやすい職場づくりを
促進する。

56,635

①次世代育成支
援企業認証数

②男性の育児休
業取得率

③イクボス宣言
企業数

①580社
（累計）

②4.7％

③394社
（累計）

①677社
（累計）

②9.8％

③388社
（累計）

A
（平均141％）

石山委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

女性活躍を図らなければならないか
ら、女性が活躍できない企業は淘汰
される時代になっており、経営者は
早く頭を切り替える必要がある。
ワークショップやセミナー等多く開
催されており、意識改革に貢献して
いると思われる。ただし、予算の多
くはハードに対する補助であると思
われる。そうであるならばＫＰＩ設
定においても関連する目標設定値を
設けるべきである。

西内委
員

Ａ：非常
に有効で
ある。

②男性の育児休業取得率の向上は素
晴らしい。感染症予防のため、在宅
勤務が進んだと推測する。子育て中
の労働者の在宅勤務が可能になる
と、かなり働き方改革が進む。女性
活躍の必要性、効果・メリット、具
体的取組方法を伝え、事業の浸透を
深めていくことが重要。

【継続】
女性活躍の必要性や働き方改革の推進に
つては、さらに県内企業への浸透を深め
るため、令和３年度以降も同内容で実施
する方向で検討する。
また、ハードに対する補助については、
県の計画等の中で別途評価することを検
討する。

（７） 「リノベーションのまちづくり」プロジェクト

①商店街の新たな価値の創造　（商店街の魅力向上、新たな担い手の育成　等）

57

リノベーション
まちづくり推進
事業

商業ま
ちづく
り課

遊休不動産オーナーと
創業希望者等をマッチ
ングさせ、専門家監修
の下、リノベーション
まちづくりの実践モデ
ルを構築するととも
に、次代を担う創業者
の育成や商店街等の課
題解決に必要な専門家
を派遣することによ
り、リノベーションま
ちづくりを総合的に推
進する。

16,262

リノベーション
人材育成事業へ
の参加者（高校
生等を除く。）
が実施したリノ
ベーション物件
の割合

0% 11%
A

（110％）
赤松委

員

Ａ：非常
に有効で
ある。

会津でも古民家をリノベーションし
たカフェがいくつかオープンしてい
る。景観を残しつつ新たな事業展開
となっていて、素晴らしい取り組み
であり、今後のまちづくりに有効で
ある。今後も継続して取り組み、継
続性のある事業にしてほしい。

日下委
員

Ｂ：有効
である。

研修生から実践者が出たことは喜ば
しいとこですが、そもそも目標値が
０と低かったことはどうしてでしょ
うか。
取り組みは素晴らしいと思うので、
これからも実践者が継続していける
よう続けてサポートを行うととも
に、「リノベーションまちづくりの
実践」と「創業者育成」の更なる連
携の取り組みに期待します。

【継続】
今後とも、リノベーションまちづくりの
普及・将来の自走化のため、人材育成事
業の研修生が将来のリノベーションまち
づくりの実践者になる仕組みづくりや、
研修生、実践者及び専門家の相互間の
ネットワークの強化を図り、リノベー
ションまちづくりの県内における展開を
進めていく。
  なお、昨年の人材育成事業は、初年度
であり、研修生を実践者に育てるための
レベルアップを念頭に置いていた。

58

歩いて暮らせる
まちづくり強化
プロジェクト

商業ま
ちづく
り課

まちなか回遊の起点と
なる拠点を空き地に設
置し、当拠点でまちな
かの情報発信を行うと
ともに、シェアサイク
ルの導入や公共交通機
関との連携事業を実施
することにより、まち
なかの回遊を促進する
モデルを構築する。

15,000

歩いて暮らせる
まちづくりのモ
デル事業を実施
した市町村にお
ける翌年のまち
なかの通行量の
割合

10% 7%
B

（70％）
石山委

員
Ｂ：有効
である。

商店街関係の事業は市町村など基礎
自治体が中心となり行っている。県
としては市町村とは異なるモデル
ケースを創出することが目的である
と思われるが、レンタルサイクルや
チャレンジモールなどは他でも実施
されており、先進性は低い。新型コ
ロナウィルスの影響などを考え、従
来にない産業の育成やソーシャルビ
ジネスの創出などの観点から事業を
構築することが必要。歩いてくらせ
るまちづくりというコンセプトを大
切にし、エコ（歩く、公共交通機関
利用）と健康（歩く）というキー
ワードを県民生活の中に取り入れて
もらう仕組みが必要である。

日下委
員

Ｂ：有効
である。

まちなか賑わい創出の拠点の設置や
シェアサイクルのポートの設置など
の取り組みは、他の市町村でも取り
入れて認知度が上がれば、今後成果
があがってくると思われる。
一方、新型コロナの影響でそもそも
外出を自粛する人が減っている中で
通行量の数値だけを追うのは難しい
と思われるため、効果の検証方法な
ど工夫が必要。

【継続】
これまで実施したまちなか回遊モデル
（まちなか賑わい創出の拠点設置・運営
やレンタサイクル設置等）を生かし、こ
れまでの事業実施者と商工団体等との意
見交換の場や、そのノウハウを伝える機
会を設ける等して、一連の取組を県内全
域に波及させる横展開の実施を検討す
る。
なお、新型コロナウイルス対策として
は、単に人をまちなかに多く流入させる
という視点でなく、感染症対策を行った
上での回遊促進を図っていく。
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資料２－２

②ICTを生かしたまちづくりの推進　（健康データを活用した健康づくり支援、プロスポーツチームの振興によるまちづくり　等）

チャレンジふく
しま県民運動推
進事業
（ウォークビズ
推進事業）

61

【見直し】
令和2年度は県内主要都市での実践度調
査に加え、今後は新しい生活様式も取り
入れながら、動画やＣＭなどの広報を中
心に商工団体などと連携し、ウォークビ
ズの浸透を図る。

①県の事業であれば、福島駅前だけで
はなく、いわき、郡山、会津等、数か
所で調査をする必要があると考える。
福島駅に限って言えば、10月のイベ
ント前後に調査を行い、イベント効果
によるウォークビズ実践者の増減等は
検証されているのか。また、職種に
よって通勤の服装は異なるため（制服
のある無し等）、通勤なのか学生なの
かなどは見た目ではわかりにくいと思
われる。
②県政世論調査（（2）問14）の回答
結果とのことだが、「食、運動や文化
活動など、最近の健康づくりに関する
実践状況について・・・」とあり、
ウォークビズに限定されるものではな
い。事業内容が「ウォークビズの習慣
化を図るため、広く県民に広報を図
る」とあることからKPIの設定に疑問
が残る。
健康経営宣言をしている企業等との連
携が必要。階段カロリーステッカー
等、実効性のある提案をすることが
ウォークビズの認知度アップと習慣化
へとつながると考える。

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

髙橋委
員

事業の認知度が低い。スーツにス
ニーカーが似合わないという意見も
疑問。ニュース等で見る東京駅の通
勤風景は、リュックに斜め掛けバッ
グが大半。車通勤が多い田舎では、
目に見えるウォークビズの普及は都
会より困難。継続した取り組みを。

Ｂ：有効
である。

赤松委
員

B
（平均76％）

①26.6％
（213/801
人）

②38.7％
（239人/618
人）

①40％

②45％

①ウォークビズ実
践度（%）
※県内主要都市の
駅前で通行してい
る人のうちスニー
カーやリュックな
ど歩きやすいスタ
イルの人の割合
（調査日１日うち
の通勤時間帯で計
測）

②健康づくり実践
度（%）
※県政世論調査に
おいて心身の健康
づくりを「実践で
きている」「少し
は実践できてい
る」と回答した人
の割合

9,795
ウォークビズの習慣化
を図るため、広く県民
に広報を図る。

文化振
興課

「健康なまち（県）づ
くり」をより一層推進
するため、健康づくり
に取組む県民へのイン
センティブの付与や地
域、商工会、企業、報
道機関等官民一体で行
う地域・県民参加型の
普及啓発事業を展開す
るとともに、地域・職
域における効果的な保
健事業の実施に向けた
支援を行う。

B
（平均87％）

①36,295件
（13,989件）

②58市町村

日下委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

イベントでのきっかけづくりによ
り、ダウンロード数は伸びたことに
は評価。合わせて継続利用者数での
数値化ができると本当の効果が見え
ると思う。
アプリ運動動画については曲は聞こ
えない、何処の筋トレが行われてい
るのかわからないなど利用したいと
思えるコンテンツになっていないの
が残念である。
健康に興味関心のある方は多いと思
うので、アプリでのKPIにこだわら
ず違ったアプローチをしてもよいの
ではないでしょうか。

西内委
員

Ｂ：有効
である。

感染症拡大により、「健康なまち
（県）づくり」の中身がかなり異
なってきたと思う。新しい生活様式
の中で健康づくりに取組む県民への
インセンティブの付与や地域、商工
会、企業、報道機関等官民一体で行
う地域・県民参加型の普及啓発事業
を展開する必要性がある。新しい生
活様式による地域・職域における効
果的な保健事業の実施に向けた支援
を行う。

【見直し】
日下委員の評価を踏まえ、アプリ運動動
画については、運動の効果等について分
かりやすくユーザーに伝えられるよう、
内容について検討するとともに、アプリ
の継続ユーザー（アクティブユーザー）
についても数値化することとする。
西内委員の評価を踏まえ、新たな生活様
式の中でも、県民の健康づくりの行動が
促進されるよう、引き続き企業等と連携
して事業を実施していく。

本県に本拠地を持つプ
ロスポーツチームとと
もに本県の魅力を県内
外に広く発信し、地域
活性化と風評払拭を図
るとともに、県民がス
ポーツに触れる機会を
創出することで、ス
ポーツを通じて県民の
心身の健康、夢の育成
を図る。

地域政
策課

地域密着型プロ
スポーツふくし
まの元気応援事
業

60

健康づ
くり推
進課

健康長寿ふくし
ま推進事業

59

A
（平均106％）

①7,416人
・ユナイテッド
　4,639人
・ホープス
　681人
・ボンズ
　2,096人

②2,548人
・ユナイテッド
　1,242人
・ホープス
　308人
・ボンズ
　998人

①5,000人

②4,000人

①魅力発信イベ
ント開催試合平
均来場者数

②ホーム公式戦
平均来場者数

17,003

①50,000件
（10,000件）

②58市町村

①アプリのダウ
ンロード数累計
（市町村のカー
ド発行件数累
計）

②市町村参加数

23,064

赤松委
員

Ｂ：有効
である。

会津地方にとってはあまり身近では
ない。
県民にさらに広く周知する取組が望
まれる。

石山委
員

Ｃ：効果
は限定的
であっ
た。

プロスポーツチームが活性化するこ
とで経済効果が地域に波及する。た
だし現状では福島県内での効果は限
定的である。地域プロスポーツチー
ム、クラブチームと地域との関り方
など、多くの日本国民においてはま
だなじみがないというのが実態であ
る。当事業のポイントはとにかく来
場者数を増やすことにあると思われ
る。しかしながら新型コロナウィル
スの影響により今後、来場者数の増
加は厳しい状況が続くと思われ、単
なるＰＲのみでは来場者数増などの
効果は薄い。スポーツは労働、仕事
ではなく活動であるという原点を考
えるに、人と人とのかかわり、ネッ
トワークを作り出すことが必要であ
る。県民が自ら主体的にプロスポー
ツに関わりをもつようにする仕掛け
が何にもまして必要である。プロス
ポーツチームを媒介に県民どうしの
ネットワークやコミュニティを創出
する取組みをサポートしてみてはど
うか。

【継続】
赤松委員の意見を踏まえ、県から会津地
方の市町村に依頼し、PRをしていただけ
るよう働きかける方向で検討する。
石山委員の意見を踏まえ、プロスポーツ
チームをはじめ民間団体等とも連携を深
め、試合やスポーツ教室、イベント等を
通して県民がスポーツに触れる機会を創
出し、福島県全体でスポーツを応援する
文化を醸成する。
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